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2024年の世界

2010年代後半から2020年代初めにかけての時代を象
徴する動向は、地政学的緊張の高まりと主要市場におけ
る重要政策の転換でした。世界は今、2020年代の半ば
を迎えようとしていますが、変動が激しく、今後も不安
定な状況が続くとみられます。経営幹部が地政学的混乱
を予測し、それらに備えようとする場合、2024年に特に
念頭に置くべき重要なテーマが2つあります。

1つ目は、「多極分散型への移行」です。さまざまな国・地域や問題領
域で、地政学的情勢が一変する可能性が一段と高まっています。米国、
欧州連合（EU）、中国など、主要大国間の関係の行方は不透明な状況が
続いています。地政学的なスイングステート（地政学的動向を左右す
る国・地域）は、国際的なアジェンダや問題解決のプロセスにおいて
影響力を増していくでしょう。新興国やフロンティア国は、西欧諸国
がダブルスタンダードな姿勢を取っていると感じ、ますます非難の声
を高めるでしょう。また、小国や非国家などの比較的小規模なプレー
ヤーも、国内および地域レベルで自らの主張を強めていくとみられ
ます。

こうした多極分散型への移行は、既存経済の分断を加速させる可能性
が高く、サプライチェーンのレジリエンスの重要性はますます高まる
と予想されます。特に地政学的なブロック（経済圏）や同盟ネットワー
ク間の競争が激化すれば、こうした変動に一層拍車がかかると考えら
れます。さらに、多極分散型への移行は、グローバルな政策調整にお
いて数々の課題をもたらす可能性が高く、いずれ発生するまたは拡大
するかもしれない国際的な危機はさらに不確実で深刻なものとなる
でしょう。

2つ目は、「デリスキング（リスク低減）」です。各国政府は、近年の世
界情勢の変動を踏まえ、引き続き、重要製品の国内生産の拡大・促進
を目指し、産業政策を再開または強化していくとみられます。2024
年は、こうした経済政策と外交・国家安全保障政策の相互作用が一段
と強まり、そして顕著になるでしょう。例えば、グローバル依存度の
低減を目指す政府は、政策を策定し実施するにあたり、純粋な経済的
考慮よりも（広義の）国家安全保障を優先する可能性があります。

デリスキング政策や関連規制の程度（引き締めや緩和の強さ）はセク
ターによって異なり、政府が戦略上重要だと判断する製品に最も重点
が置かれることになるでしょう。特に、半導体、通信ネットワーク、再
生可能エネルギー、電気自動車（EV）、バイオテクノロジーなどの分野
の企業は、サプライチェーンや投資判断において政府の介入をより強
く受けることになると考えられます。大局的には、このような経済安
全保障政策は、インフレの促進や、イノベーションの世界的な普及の
妨げになる恐れがあります。

多極分散型への移行とデリスキングによる影響は2024年を通して
さまざまな形で顕在化すると考えられますが、最も強く目に見える形
で影響をもたらすのは、2024年の地政学的動向のトップ10リスト
に挙げられている動向でしょう。それらの大半は目新しいものでは
なく、前年以前の動向が進化したものです（3ページ図1参照）。実際、
2023年に提示された地政学的動向のトップ10のうち、1つを除くす
べての動向が進化し、2024年に予想される主要な動向のさまざまな
局面で立ち現れると予想されます。

また、2024年の地政学的動向のトップ10は、今後数年間でグローバ
リゼーションがどのように変容していくかを予測する上でも重要な
指針となります。EYの今後5年間の世界に関するシナリオ分析にお
ける分析結果から、地政学的関係と各国の経済政策スタンスはどちら
も、企業のグローバル戦略に影響を与える重要な不確実性要因である
ことが明らかになっています。多極分散型への移行が進む地政学的
環境では、ブロックや同盟ネットワークの存在が一段と鮮明になるで
しょう。デリスキングの高まりは、少なくとも戦略上重要なセクター
において、経済政策で国家主義的な競争が強まっていることを示唆し
ています。しかし、こうした政策は、多くの場合、貿易圏関連のものと
なっています。以上を踏まえると、2024年の見通しとして、ここ数年
続いている世界経済の分断化がさらに進むことが予想されます。

https://www.ey.com/en_gl/geostrategy/future-of-globalization
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2024年の地政学的 
動向のトップ10 　
各動向の詳細については、該当する動向の番号をクリックしてください。

デリスキング多極分散型 
への移行

2024年に予想される地政学的動向の 
トップ10には、主要テーマが2つあります。

2024 Geostrategic Outlook  |

戦略

サプライ
チェーン

サステナビリティ

10 気候変動への適応の緊急性

8 物資をめぐる競争

9 グリーン政策の並行実施

7 海洋の地政学

5 経済安全保障の優先

6 多様化に伴う課題

4 世界的な選挙イヤー

3 米中各国の国内の課題

1 地政学的に多元化した世界（マルチバース）

2 AIの地政学
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図1：2024年に予想される地政学的動向トップ10の多くは前年以前の動向が進化したものである

年別地政学的動向のトップ10

世界で存在感を増す中堅国家

技術ナショナリズムの激化

大国間関係の進化

*グリーン鉱物資源ナショナリズム

気候変動と政治的リスクのつながり

世界の二極化

不平等の認識と再分配の推進

ブリュッセル効果の拡大

*サイバー海賊行為の増加

*ウクライナ情勢

地政学的動向を左右する国・地域

テクノロジー分野でのブロック化の加速

中国と西側諸国の分断

*食料難と政治的不安定化

*喫緊の課題であるエネルギー安全保障

インフレと景気後退のパラドックス

中南米の左翼系政権

国・地域によるESG政策進捗（しんちょく）
状況の差

経済的自給自足の実現への努力

地政学的に多元化した世界（マルチバース）

AIの地政学

米中各国の国内の課題

世界的な選挙イヤー

経済安全保障の優先

*多様化に伴う課題

*海洋の地政学

物資をめぐる競争

グリーン政策の並行実施

*気候変動への適応の緊急性

サプライチェーンへの政府介入の増加

注： *2024年の新たな動向。

出所：EY Geostrategic Outlooks 2022年版、2023年版および2024年版

2022年 2023年 2024年
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多極分散型への移行とデリスキングは、世界中の企業に課題と機会の双方をもたらすでしょう。2024 
Geostrategic Outlookで検討された各動向は企業ごとに特有な形で影響をもたらすと予想されます。こうした
動向がもたらす機会を最大限に活用しつつ、生じるリスクを軽減するには、地政学に基づく的確な行動が不可欠
となります。影響の種類や程度は、セクターや事業拠点、経営幹部が下す戦略的選択などによって異なるでしょ
う。しかし、セクターや地域を問わず、将来悔やむことのないよう、強く推奨される地政学的行動が3つあります。
経営幹部は、この3つの地政学的行動を実践することにより、戦略的なアプローチで、地政学的動向トップ10の
すべての動向に効果的に対応することができるでしょう。

地政学上の検討事項をビジネスモデルと戦略に 
組み込む 

国際システムの根本的変容が進むこの時代には、企業戦略における
地政学の重要性がかつてないほど増しています。地政学的動向を
的確に企業戦略に組み込むことができれば、より高い競争優位性を
担保することができるでしょう。検討すべき重要な行動は、以下の
通りです。

• 複雑化・多元化する地政学的情勢を念頭に海外の事業拠点と企
業戦略を再考する（地政学的に多元化した世界）

• 市場ごとに異なる規制当局の方針を踏まえて、人工知能（AI）に
関連するビジネスモデルとテクノロジー戦略を策定する（AIの
地政学）

• 米中各国の国内課題、およびこの2つの国と関わりのある国々が
受ける影響を企業戦略に組み込む（米中各国の国内の課題）

• シナリオ分析を実施して世界各地で予定されている選挙の潜在
的な影響を見極める（世界的な選挙イヤー）

グローバルサプライチェーンのレジリエンスを高める

ほとんどの企業のサプライチェーンが地政学的動向の影響を受け
ます。経営幹部は、先見的に自社のオペレーティングモデルとサプ
ライチェーン戦略のあり方を再考して改善策を見いだし、地政学
的な混乱に対する自社のレジリエンスを強化する必要があります。
検討すべき重要な行動は、以下の通りです。

• サプライチェーンの各構成要素が政府にとって現時点および将
来的に戦略上重要であるかを評価し、サプライチェーン戦略を適
合させる（経済安全保障の優先）

• サプライチェーン戦略を再考し、新規市場での生産能力
の増強とサプライヤーとの関係強化の可能性を検討する 
（多様化に伴う課題）

• 海上輸送保険料の上昇、出荷遅延、貨物や船舶への損害により発
生し得る影響を軽減するため、事業継続計画やレジリエンス強化
計画を策定する（海洋の地政学）

サステナビリティ戦略を地政学上の現実に適合させる

多極分散型への移行とデリスキングは、気候変動や天然資源に関す
る政府の政策アプローチに影響を及ぼしています。そのため、企業
はサステナビリティに関する要求事項やコスト、競争機会、戦略な
どにおいて影響を受けるとみられます。経営幹部は、新たな政策や
規制、ならびにその政策が将来どのように進展するかを示す兆候
を、サステナビリティ戦略に組み込む必要があります。検討すべき
重要な行動は、以下の通りです。

• 世界の各市場における再生可能エネルギーと水資源の現在およ
び将来の利用可能性、ならびに企業による水資源とエネルギーの
使用に対する社会的関心を分析する（物資をめぐる競争）

• 顧客、一般市民、投資家の高まる要望に応えるため、政策がもた
らすリスクと機会をサステナビリティのアジェンダに組み込む
と同時に、世界的な規制の先手を打つ（グリーン政策の並行実施）

• 自然を活用した解決策（Nature-based solutions：NbS）をはじ
めとする、適応のための取り組みへの投資機会を模索するととも
に、立地選定評価時や投資デューデリジェンスに気候変動の影響
を含める（気候変動への適応の緊急性）

混迷を生き抜く
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1. 地政学的に多元化した世界（マルチバース） 

テーマ：多極分散型への移行 | 地政学的行動：地政学的に堅固な戦略を策定する

企業の公開文書内における地政学や政治的リスクに関する言及は、
2022年に600% も急増し、2023年に入っても依然高い水準を維持
しています（図2参照）。経営幹部が近年、以前にも増して地政学的情
勢に多大な関心を寄せていることは驚くべきことではありません。
2023年に限っても、ウクライナ情勢の緊張の高まり、BRICSとG20
による重要な新メンバーの迎え入れ、日韓のシャトル外交の再開、中
東での衝突の激化などの変動が見られました。世界の多元化がすでに
進んでいることは明らかであり、実際、国家間の同盟組成の動きと対
立はより複雑に入り交じり、二国間や地域間、その他さまざまな形態
の組織的な結び付きも相互に重なり合って存在しています。2024年
は、こうした情勢に加え、地政学的なスイングステートや、現状を変
えようとする小規模プレーヤーの影響力が増し、世界の複雑化・多元
化がさらに進むでしょう。

米国、EU、中国間の緊張は世界の動向に影響を及ぼし続けるでしょう。
これに加え、2024年には、地政学的なスイングステートと称される、
特定の大国や経済圏と密接な関係を構築していない国々も、地政学的
情勢への影響力を強めていくと考えられます。中でも、エネルギーバ
リューチェーンの一部である資源保有国の影響力は一段と強まること
が予想されます。サウジアラビアとUAEは、中東地政学におけるキー
プレーヤーとなり、特に、イスラエルとの関係において目が離せないで
しょう。トルコは引き続き、ウクライナとロシア間の仲介に努めると
ともに、コーカサス地方と中東における役割の拡大を図るとみられま
す。インドは安全保障の面で西側諸国との連携を深める一方で、経済
面ではロシアとの関係を継続すると思われます。ブラジルは、特に環
境問題において中南米が世界で果たす役割の拡大に努めるでしょう。

比較的小規模な国や非国家は、2024年も引き続き、現状の打破に挑
み続けると予想されますが、これは暴力的紛争の増加に発展する恐れ
があります。すでに2023年には、アゼルバイジャンがナゴルノ・カ

ラバフを占領し、中東で暴力的紛争が予想を上回る水準にまで拡大し
ました。2024年には、例えばスーダンの紛争の激化やコソボとセル
ビア間で続く緊張の高まりが危惧されます。また、2023年に締結さ
れたマリ、ニジェール、ブルキナファソ間の相互防衛協定のような、国
際的な安全保障上の協力関係が新たに生まれる可能性があります。さ
らに、外交関係に変化が生じる可能性があります。例えば、カザフス
タンは中央アジアの近隣諸国との連携や西側諸国との関係強化に努
めています。

このような地政学的関係が多元的に錯綜（さくそう）する状況は、国
際機関・機構にも影響を及ぼすでしょう。2024年のG20はブラジル
が議長国を務めることから、気候変動や食料安全保障などの、グロー
バルサウスにとって重要度の高い課題が優先される可能性がありま
す。加盟国拡大後初めてのBRICSサミットは、ロシアでの開催が予定
されています。ロシアの存在は、BRICS加盟国にとっては米国やEU
との地政学的関係の複雑化を招く恐れがあります。加盟国の拡大に
より合意形成が進みにくくなる可能性がありますが、国連などの大規
模な国際機関では合意形成が一段と困難になっているため、こうした
BRICSのような比較的小規模な集団は、国際的議論の主要な場として
存在感を増していくと予想されます。

組織や集団、新しい形の同盟関係が重なり合うように形成されている
ことから、新たな課題も生じる可能性があります。例えば、インドは、
中国との経済的な関係を縮小する動きを見せ、当該二国間の国境紛争
も依然として続いていますが、それでも両国はBRICSの地位向上に
向けて協力すると考えられます。また、米国とサウジアラビアは、引
き続き、安全保障上のパートナーでありつづけるでしょう。その一方
で、世界の石油供給という問題をめぐっては、両国間の緊張が続くと
予想されます。このように地政学的に多元化した世界では、今後1年
で、外交関係や経済関係の不安定化がさらに進むと考えられます。

https://assets.ey.com/content/dam/ey-sites/ey-com/en_gl/topics/geostrategy/geostrategic-analysis/pdf/ey-geostrategic-analysis-september-2023-edition.pdf
https://assets.ey.com/content/dam/ey-sites/ey-com/ja_jp/topics/geostrategy/pdf/ey-geostrategic-outlook-2023-jp.pdf?download
https://maliembassy.us/wp-content/uploads/2023/09/LIPTAKO-GOURMA-Engl___-2.pdf
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推奨対応策

• 制裁をめぐる状況が大きく変動する可能性に備える：地政学的
に多元化した世界では、米国とEUが、ロシアに課した制裁への
厳格な順守を、特に第三国においてさらに強く求める可能性が
あります。また、中東で続く衝突にイランが介入することへの懸
念に対して、米国など西側諸国は現行の対イラン制裁を強化した
り、新たな制裁措置を発動したりするかもしれません。このよう
に制裁をめぐる状況が大きく変動していることを踏まえると、世
界的な石油や天然ガスの価格上昇が懸念されます。また、制裁に
関わる規制の順守が困難になる企業も少なくないでしょう。経
営幹部は、制裁違反を回避するために、自社のコンプライアンス
チームにモニタリングや業務実施のための十分なリソースを確
保する必要があります。

• 企業の財務戦略を適合させる：世界情勢が一極集中的なものか
ら多極化へと移行するのに伴い、国際取引の様相も変化してい
ます。IMF（国際通貨基金）によると、各国中央銀行の外貨準備に
占める米ドルの割合は、2020年に過去25年間の最低水準であ
る59%に落ち込み、その後もそれに近い水準で推移しています。
Nikkei Asiaによると、すでに中国のクロスボーダー取引の大半
で人民元が使用されており、他の新興市場でも自国通貨の使用が
奨励されています。企業は、資金保有計画や為替リスク管理を行
うにあたり、外国為替環境のこうした変化を考慮に入れる必要が
あります。

• サイバーセキュリティに関するリスクと戦略に対する意識を高
める：地政学的に多元化した世界では、サイバー空間でも同様に
緊張が生じると考えられます。サイバー空間における活動はデー
タやデジタルシステムを狙いとしており、実行者は一定の匿名性
と否認可能性を有しています。また、サイバー活動によって引き
起こされる結果や影響も不明瞭であるばかりか、そうした活動に
関する取り決めも明確に決められていません。こうしたグレー
ゾーンでの活動は、実行者側にとってリスクが少なく魅力的で
す。一部の企業、特に戦略上重要なセクターなどは、国家が支援
するサイバー攻撃の標的になる可能性が高いです。さらに広い
観点から見ると、政府機関や電力網などの重要なインフラがサイ
バー攻撃を受けた場合、甚大な影響が多くの企業に及ぶ可能性が
あります。経営幹部は、自社のバリューチェーン全体にわたるサ
イバーセキュリティリスクを評価し、サイバーレジリエンスを高
めるための投資を行う必要があるでしょう。

直接的な影響が及ぶセクター

  先進製造業・モビリティ

  エネルギー・資源

  金融サービス

  政府・公共部門

  医療・ヘルスケア

   テクノロジー、メディア・エンターテインメント、テレコム
（TMT）

注： 企業イベントのトランスクリプトからの用語の集計には、「地政学的リスク」「地政学」「地政学・政治的リスク」など
を含む。このデータは3カ月ごとの移動平均値を示す。

出所：BMIリサーチ社の傘下企業であるGeoQuant社（フィッチ・ソリューションズ社グループ）、AlphaSense社

加重GDPで算出した政治的リスクスコアの世界平均（左軸） 地政学的リスクに言及している企業文書（右軸）

図2：地政学関連リスクは高水準で推移するも、地政学に対する企業の関心は低下傾向

加重GDPで算出した政治的リスクスコアの世界平均；企業イベントのトランスクリプトに
おける地政学リスクの言及
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https://www.ey.com/ja_jp/banking-capital-markets/financial-crime-operations
https://www.ey.com/ja_jp/banking-capital-markets/financial-crime-operations
https://data.imf.org/?sk=e6a5f467-c14b-4aa8-9f6d-5a09ec4e62a4
https://asia.nikkei.com/Business/Markets/Currencies/Yuan-exceeds-dollar-in-China-s-bilateral-trade-for-first-time
https://www.ey.com/en_gl/assurance/treasury-commodities-finance
https://assets.ey.com/content/dam/ey-sites/ey-com/ja_jp/topics/geostrategy/pdf/ey-2022-geostrategic-outlook-j.pdf?download
https://www.ey.com/en_jp/consulting/cybersecurity-strategy-risk-compliance-resilience
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テーマ： 多極分散型への移行 | 地政学的行動：地政学的に堅固な戦略を策定する

2023年10月に公表されたEY CEO Outlook Pulseによると、CEO
の99%がAIへの投資を計画しています。他方、各国政府も、効果的
なAI規制の策定に向けた取り組みを進めています。しかし、そのアプ
ローチは必ずしも一様とは限りません。2023年を振り返ると、中国
は複数のAI規制を導入し、G7はAIに関する一連の原則と行動規範に
合意しました。また、EUではAI法案に関する交渉が進展した他、バイ
デン米政権によるAIの安全性とセキュリティに係る大統領令の発令
などの動きが見られました。加えて、AI技術の進歩に伴い、国家安全
保障と地政学的競合におけるAIの重要性も高まっています。2024年
は、AIのイノベーションと規制整備という二重の競争により、地政学
的ブロック化がこれまで以上に加速することが予想されます。

地政学的にみると、各国は競って国内でのAIのイノベーションと普
及を目指す取り組みに乗り出しています。現在、米国がその先頭を
走っていますが、他の国々もそれぞれ独自のアプローチで取り組みを
加速させる態勢を整えています（図3参照）。特筆すべきこととして、
中国はAIの国内開発の実現に向けて、今後もAI分野の研究への投資
を継続すると予想されます。英国は、イノベーションを促進するため
に規制を最小限に止め、直近で世界第3位となったAI投資の誘致拡大
を図るでしょう。また、サウジアラビアは、自国のAI産業の発展のた
め、先端技術の買収を続けると見られます。

AIは米中関係を左右する重要な要因となるでしょう。米国は、必要に
応じ同盟国と連携して、輸出管理規制と投資制限を実施し、AIシステ
ムのハードウェアに欠かせない先端半導体への中国企業のアクセス
を制限するとみられます。米国のこうした「small yard, high fence
（小さな庭を高い壁で囲う = 厳重な管理を行う）」戦略を受けて、中国
はAIバリューチェーンの他の領域、例えば、重要鉱物などへのアクセ
スを制限する可能性があります。一部の重要鉱物はすでに、輸出管理
規制下にあります。

国内レベルでは、各国政府は、テクノロジーの進歩に先行してAI規制
を導入しなければならないという、異なる次元のプレッシャーを抱え
ています。他方、政府は、地政学的な競争を勝ち抜くためにイノベー
ションの推進やAI関連の機会の取り込みに意欲を示しています。とり
わけ、医療サービスの向上や国家安全保障の強化、経済生産性の向上な
どの機会に期待を寄せています。しかし同時に、社会的・経済的な混乱
などAIがもたらし得るマクロリスクを低減する必要があることから、
政府は、AI規制の整備も進めていくでしょう。こうした背景には、AIが
担う職務範囲の拡大、虚偽情報拡散による政情の不安定化、国家安全保
障やサイバーセキュリティに係るリスクの高まりなどがあります。

一方、国際レベルでは、先般発表されたブレッチリー宣言が、AIの信
頼性と説明責任の確保に向けた取り組みに関する広範な合意の出発
点となっています。並行して、G7広島AIプロセスも引き続き、規制
と技術面のアプローチを調整するための重要な合意形成の場として
の役割を担うと考えられます。そうした中、EUは他のG7加盟国に比
べ、より包括的なアプローチを取るとみられことが、EYのAI Global 
Regulatory Landscape調査で明らかになっています。これとは対照
的に、中国は、AIエコシステムの形成を、少なくとも短期的には中国
国内にとどめる方針を堅持していくと予想されます。

AIに関する地政学と規制に関する2つの競争は、テクノロジー分野
のブロック化をさらに促進するでしょう。この動向は、EYの2023 
Geostrategic Outlookで示された地政学的動向トップ10でも取り
上げています。短期的には、主に、大規模言語モデル（LLM）に使用さ
れるデータへのアクセスの領域でさまざまな取り組みが繰り広げら
れると予想されます。今後1年以内にAIが世界の力のバランスを覆す
ということはないとしても、地政学的な競合上、AIの重要性はますま
す高まるでしょう。また、AIは、地政学上ライバル関係にある国・地
域における選挙で、虚偽情報を拡散する手段として利用されることが
懸念されています。

|  2024 Geostrategic Outlook

2. AIの地政学

https://www.ey.com/ja_jp/ceo/ceo-outlook-global-report-2023-10
https://www.ey.com/en_us/public-policy/key-takeaways-from-the-biden-administration-executive-order-on-ai
https://aiindex.stanford.edu/vibrancy/
https://ai.sa/
https://www.whitehouse.gov/briefing-room/speeches-remarks/2022/10/13/remarks-by-national-security-advisor-jake-sullivan-on-the-biden-harris-administrations-national-security-strategy/
https://www.whitehouse.gov/briefing-room/speeches-remarks/2022/10/13/remarks-by-national-security-advisor-jake-sullivan-on-the-biden-harris-administrations-national-security-strategy/
https://www.globaltradealert.org/intervention/120834/export-licensing-requirement/china-government-announces-export-control-measures-for-gallium-and-germanium
https://www.globaltradealert.org/intervention/120834/export-licensing-requirement/china-government-announces-export-control-measures-for-gallium-and-germanium
https://www.gov.uk/government/publications/ai-safety-summit-2023-the-bletchley-declaration/the-bletchley-declaration-by-countries-attending-the-ai-safety-summit-1-2-november-2023
https://www.ey.com/ja_jp/ai/how-to-navigate-global-trends-in-artificial-intelligence-regulation
https://www.ey.com/ja_jp/ai/how-to-navigate-global-trends-in-artificial-intelligence-regulation
https://assets.ey.com/content/dam/ey-sites/ey-com/ja_jp/topics/geostrategy/pdf/ey-geostrategic-outlook-2023-jp.pdf?download
https://assets.ey.com/content/dam/ey-sites/ey-com/ja_jp/topics/geostrategy/pdf/ey-geostrategic-outlook-2023-jp.pdf?download
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推奨対応策

• データとテクノロジーの国境を越えたガバナンスを強化する：
2019年に経済協力開発機構（OECD）およびG20により採択さ
れたAI原則、ならびに先般のブレッチリー宣言は、引き続き各国
政府にとってAIの開発や利用に関する指針となるでしょう。し
かし、2024年中に世界的に相互運用可能なAI規制が導入される
とは考えにくいです。そのため、企業は、データ管理やAI導入、
規制順守などにおいて難しい対応を迫られる可能性があります。
経営幹部は、こうした状況を踏まえ、AI規制の基盤を成す基本原
則を理解し、それが既存の規制とどのように関わり合っているか
把握する必要があります。EYが以前公表した記事で指摘したよ
うに、企業はAIの活用において強固なAIガバナンスを構築し、
既存規制の順守を徹底しつつ、規制当局やその他のステークホル
ダーとの信頼醸成を図る必要があります。

• AIの検証と規模拡大のための機会を特定する：多くの政府が、
国内でのAI分野の投資拡大とイノベーションの促進を望んでい
ます。一部の国・地域では、企業が管理された環境下でAIの新
たな応用方法を検証できるよう、規制サンドボックス制度（イノ
ベーション促進のために、一時的に規制の適用を停止するなど、
新たなビジネスの実験場の仕組みとして始められた「規制の砂場
（Regulatory Sandbox）」のこと）を導入するでしょう。EYの調
査によると、現在イノベーションを推進するためにAIを活用し
ている企業は8%に過ぎません。一方、AIを主に、業務の最適化、
チャットボットなどのセルフサービスツールの開発、プロセス
の自動化などに利用している企業は91%にも上ります。こうし
たギャップは、企業が製品やビジネスモデルのイノベーションに
AIを活用する戦略的機会があるということを示唆しています。
特に規制当局がAIイノベーションを奨励している市場では、こ
うした機会を享受できる可能性が高いでしょう。

• AI関連の人材計画や研修に取り組む：重要な技術変革の場合と
同様、AIは人的資本に関してもさまざまな機会と課題をもたら
します。これらの課題には、政策立案者が経済全般に影響が及び
かねないと懸念する下振れリスクも含まれます。経営幹部は、政
策決定者と連携しながらこうしたリスクに向き合い、双方が納得
する解決策を見つけ出す必要があります。また、企業が人材変革
を乗り切るには、ビジネスへのAI適用に向けた計画について従
業員と効果的にコミュニケーションを取ることや、既存人材のた
めのAI研修に投資することなどが不可欠となります。EY 2023 
Work Reimagined Survey（EY働き方再考に関するグローバル
意識調査2023）によると、生成AIを「すでに活用している」また
「今後12カ月以内に活用する予定である」と回答した経営幹部は
84%にも上っていたのに対し、従業員では49%に過ぎず、現在
この点に関して意識のずれが生じていることが明らかになりま
した。

直接的な影響が及ぶセクター

  金融サービス

  政府・公共部門

  医療・ヘルスケア

  プライベートエクイティ

   テクノロジー、メディア・エンターテインメント、テレコム
（TMT）

図3：AIシステムの資金調達と開発をめぐる激しい競争は地政学的に重要な意味を持つ

AI産業指標を国別に選択する

注： 円の大きさはAIを対象とする資金調達総額（公的資金と民間資金の
合計）。この他にもAIケイパビリティを有している国は多数ある。こ
れら3つの指標に基づいて上位10カ国のみを表示している。

出所： Tortoise Global IA Index、 https://www.tortoisemedia.com/ 
intelligence/global-ai/#data
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https://www.ey.com/en_jp/ai/five-generative-ai-initiatives-leaders-should-pursue-now
https://www.ey.com/en_gl/consulting/tech-horizon-survey
https://www.ey.com/ja_jp/ai/platform
https://www.ey.com/ja_jp/ai/platform
https://www.ey.com/ja_jp/workforce/change-management-experience
https://www.ey.com/ja_jp/workforce/change-management-experience
https://www.ey.com/ja_jp/workforce/work-reimagined-survey
https://www.ey.com/ja_jp/workforce/work-reimagined-survey
https://www.ey.com/ja_jp/workforce/work-reimagined-survey
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3. 米中各国の国内の課題

テーマ：多極分散型への移行 | 地政学的行動：地政学的に堅固な戦略を策定する

世界の2大国は共に、自国内に重大な課題を抱えていますが、その理
由はそれぞれ異なります。米国では、政治の両極化により債務管理や
予算承認などの基本的な統治機能に問題が生じ、2023年には米国債
の格付け引き下げという事態に至りました。一方、中国における課題
は、マクロ経済の状況やそれに関連する政策立案から生じています。
米国と中国がそれぞれに抱えるこれらの課題は、今後も両国の政治的
リスクを高める要因となり、2024年の地政学的情勢や世界の経済成
長に波及的な影響をもたらす可能性があります。

米国では、2024年の選挙戦を契機に、社会的緊張と政治的不確実性
が増すでしょう。上院と下院で多数派が異なるねじれ状態である上
に、両院ともに民主・共和両党の議席数が拮抗（きっこう）している
ことから、連邦議会において必要な法案の成立が難航する可能性があ
ります。また、グローバルなデータ収集・分析を行うYouGov社によ
る分析によると、米国では市民が自らの信条に従って各ニュースソー
スの信頼性を判断しているため、選挙の正当性を疑問視する市民層が
出現するリスクが生じています。その結果として、長期にわたり政策
決定に困難が伴う状況が続く恐れがあります。

連邦レベルでの立法の停滞により、米政府は行政機関を通じて優先課
題への対応を進めることとなり、各州は引き続き、個別の法規制を制
定することで緊急課題に対処し、政治課題を処理していくことになる
でしょう。このような現象は、政治的スペクトルの両端で生じると考
えられます。例えば、共和党が多数を占める州ではESG投資が抑制さ
れ、民主党が多数派の州では環境規制が厳格化するといった事態が予
想されます。こうした規制の断片化は、AIやヘルスケアの問題におい
ても生じる可能性があります。

中国では、ポリシーミックスが財政面やマクロ経済面の脆弱（ぜい
じゃく）性に適切に対処できるかどうかという、また別の課題にも直
面するとみられます。不動産市場の周期的な課題や地方政府の高い債
務水準も続く可能性が高いです。中国政府はこうした課題に対処する
ために、的を絞った政策を定期的に導入することで金融危機のリスク
軽減を図るのではないかと考えられます。また、世界的な需要軟化に
伴う循環的な景気低迷を受けて、預金準備率のさらなる段階的引き下
げや輸出セクターの支援に的を絞った対策が実施される可能性もあ
ります。

中国の政策立案者が直面する課題には、他にも、家計や企業の期待を
新たな成長環境に適合させる過程で生じる構造的なものもあります。
新型コロナウイルス感染症（COVID-19）のパンデミック以前の10年
間、中国経済は年間平均7.7%で成長していましたが、それが5%前後
の成長へと変化しています（2023年の中国政府GDP成長率目標）。
中国政府は、引き続き、経済成長よりも国家安全保障と国内の安定を
維持することを優先しながら、国内の先進製造業、特に戦略上重要な
技術の開発を加速させるための政策の導入に注力していくとみられ
ます。

2024年は米中両国にとって国内情勢の転換点となる可能性が高いで
す。上記に挙げたさまざまなリスクや課題が今後どのように展開して
いくかが、両国の中期的な見通しと世界経済に大きく影響するでしょ
う（図4参照）。地政学的にみると、2023年11月のアジア太平洋経済
協力（APEC）首脳会議の際に実施された米中首脳会談を契機に両国
関係の悪化に歯止めがかる可能性はあるものの、米中それぞれが国内
問題と高まる国内圧力に優先的に取り組んでいることを踏まえると、
両国の関係は再び悪化する恐れがあります。米中関係の先行きが、世
界の地政学的および経済的な動向を左右することになると言えそう
です。

|  2024 Geostrategic Outlook

https://www.fitchratings.com/research/sovereigns/fitch-downgrades-united-states-long-term-ratings-to-aa-from-aaa-outlook-stable-01-08-2023
https://www.fitchratings.com/research/sovereigns/fitch-downgrades-united-states-long-term-ratings-to-aa-from-aaa-outlook-stable-01-08-2023
https://english.www.gov.cn/premier/news/202303/05/content_WS6403ee1ec6d0a757729e7a1a.html
https://english.www.gov.cn/premier/news/202303/05/content_WS6403ee1ec6d0a757729e7a1a.html
https://english.www.gov.cn/premier/news/202303/05/content_WS6403ee1ec6d0a757729e7a1a.html
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時価総額47% 43%

11%

推奨対応策

• 売上・収益予測の不透明性に備える：米中経済の不透明感が漂
う中では、企業がグローバル売上と収益の短期的な見通しを予測
することはますます難しくなるでしょう。そして、両国が経済シ
ステム全体の中で担う役割を考えると、予測の難しさから生じる
影響は他の多くの国々にも広く及ぶと考えられます。米中それ
ぞれの下振れリスクにより、世界の景気動向が予想以上に悪化す
る可能性があります。こうしたリスクは予測不可能で変動しや
すいことを踏まえると、経営幹部には、短中期的予測を行う際に
シナリオプランニングを活用することが推奨されます。

• コンプライアンスとレピュテーションに関わる問題に対する意
識を高める：データやデジタル技術を取り巻く規制環境面の米
国と中国のギャップは今後ますます拡大していくと予想されま
す。この状況をさらに複雑にしているのが、米国の各州で規制が
異なることです。両国のこうした動向は、さまざまな市場や業種
にまたがって事業を展開する企業のコンプライアンスコストを
押し上げ、場合によってはレピュテーションに関わる問題をもた
らす恐れがあります。そのため、各企業は、自社のコンプライア
ンス機能がこのような環境に対する堅固性を十分に備えている
か評価する必要があります。また、経営幹部は戦略上重要な意思
決定を行う際に、コンプライアンスの動向を考慮に入れることも
忘れてはなりません。

• リスク戦略の調整を検討する：世界の2大国である米中の見通し
が不透明であることから、短中期的にセクターを問わず企業のビ
ジネス活動に影響が及ぶ可能性があります。企業は、この両国の
政治的および経済的リスクに対する監視体制の強化を優先し、新
たなリスク低減策に関連する機会を検討する必要があります。

直接的な影響が及ぶセクター

  先進製造業・モビリティ

  消費財・小売

  政府・公共部門

  医療・ヘルスケア

   テクノロジー、メディア・エンターテインメント、テレコム
（TMT）

注：データは2023年10月時点で入手可能で最新堅固のもの。GDPの算出には米ドル（市場為替レート）を使用。

出所：国際通貨基金、世界銀行、国際取引所連合、世界知的所有権機関

図4：米中2大国の合計は世界の経済活動の約半分を占める

AI産業指標を国別に選択する

GDP57%

26%

17%

製造業 
付加価値54%

16%

31%

特許申請数

36%

17%

47%

凡例：

中国米国 米中以外

https://www.ey.com/ja_jp/strategy-transactions/forecasting-scenario-planning
https://www.ey.com/ja_jp/tax/global-compliance-reporting
https://www.ey.com/ja_jp/tax/global-compliance-reporting
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テーマ：デリスキング | 地政学的行動：地政学的に堅固な戦略を策定する

2024年は、世界全体で人口の約54%、GDPの約60%を占める地政学
上重要な国・地域で、次々に選挙が実施される予定です（図5参照）。
エデルマン・トラストバロメーターが公表したレポートによると、
2024年の選挙は政府への不信感がすでに募っている中で繰り広げ
られることになります。こうした状況と、ナショナリズム、ポピュリ
ズムへの傾倒や世論の二極化などの問題が相まって、選挙をめぐる社
会不安リスクが高まっています。こうした2024年の世界的な選挙イ
ヤーは、規制や政策面の不確実性が増し、長期的には産業戦略や気候
政策、うち続く軍事紛争に影響を及ぼすでしょう。

2024年の世界最大の選挙は4月から6月にかけて実施されるインド
総選挙で、14億人の国民を代表する有権者が参加します。ナレンド
ラ・モディ首相が率いるインド人民党（BJP）は、20以上の政党から
成る新野党連合と相対することになります。選挙の争点は、経済政策
とナショナリズム的な姿勢に集中するとみられます。次期政権が議員
の過半数の支持を得られるか否かが、インドのインフラおよび製造業
セクター支援策の推進スピードと適用範囲に影響を与えるでしょう。

アジア地域ではその他にも選挙を控えている国々があります。台湾は
1月に総統選挙を予定しています。その投票結果は、中国本土との経
済および政治的関係と、より広範な地政学上の動向に影響を及ぼすで
しょう。インドネシアでは2月に総選挙が行われます。重要鉱物のサ
プライチェーンにおける同国の役割を考慮すると、同選挙の結果は世
界的にも高い重要性を帯びています。また、韓国の国会議員総選挙は、
尹錫悦（ユン・ソンニョル）大統領が労働市場改革と規制改革を前進
させられるかどうかを決定することになります。

欧州では、EU加盟27カ国の有権者が6月の欧州議会選挙で投票しま
す。その投票結果は、気候政策や気候変動による強制移住の問題、ウ
クライナ支援、中国のデリスキング戦略などに関するEUの政策を左
右することになるでしょう。英国では、2024年に英国議会選挙（実施
期限は2025年1月）を実施するかもしれません。同選挙の結果は、ブ
レグジット後の英国の通商問題、ならびにエネルギー移行政策や税務
に関する問題に影響を与える可能性があります。2024年にはウクラ
イナとロシアの双方が大統領選挙を予定していますが、現下の紛争に
より、遅延や通常とは異なる事態が発生するかもしれません。

アフリカでは、汚職、経済的機会、インフラ問題が長年懸念されている
中、5月末に南アフリカで総選挙が予定されています。アフリカでは
他にも、セネガル、ルワンダ、モザンビーク、ボツワナ、ガーナ、南スー
ダンなどの国々で選挙が予定されています。その多くがこの地域の安
定性を示す指標として注目を集めることになりそうです。

中・南米地域では、6月にメキシコが選挙を控えています。有権者は、
与党の国家再生運動（MORENA）と野党連合のメキシコのための拡大
戦線（FAM）のどちらに投票するか、という決断を迫られます。次期政
権をどちらが担うかにより、同国のエネルギー政策の方向が左右され、
ニアショアリングやフレンドショアリングが拡大する中での対外投資
先としての魅力度に影響を与えるでしょう。また、ベネズエラも5月に
大統領選挙を予定していますが、野党候補者がどの程度参加できるか
が、同国の外交関係および通商関係に影響を与えるとみられます。

11月には、2024年の世界的な選挙イヤーを締めくくる選挙の1つが
米国で実施されます。選挙戦の行方によっては、すでに進んでいる有
権者の二極化がさらに深刻化し、企業における不安定性が増大する恐
れがあります。選挙の結果は、気候変動、規制、世界の同盟関係など、
国内および外交政策の課題において、大きな変化をもたらす可能性が
あります。

4. 世界的な選挙イヤー

|  2024 Geostrategic Outlook

https://www.edelman.com/sites/g/files/aatuss191/files/2023-03/2023 Edelman Trust Barometer Global Report FINAL.pdf
https://elections.europa.eu/en/
https://www.dw.com/en/mexico-ready-to-elect-first-female-president-in-2024/a-66742689
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推奨対応策

• 選挙と政策の結果についてシナリオプランニングを実施する：
2024年の世界的な選挙イヤーがもたらす全体的な影響として、
選挙、政策、法規制などに関する不確実性がかつてないほどの水
準にまで高まることが予想されます。また、世界的な選挙イヤー
は、抗議活動などの社会政治的リスクや安全保障上のリスクが
増大するでしょう。一部の国・地域では、こうしたリスクによっ
て事業運営の混乱やレピュテーションリスクが生じる可能性が
あります。このような情勢を成功裏に切り抜けるには、シナリオ
分析を実施し、生じ得る影響を複数特定して、自社の事業に及ぶ
影響を収益から業務運営に至るあらゆる側面から評価する必要
があります。起こり得るシナリオを特定し、リスクエクスポー
ジャーを把握できれば、その結果に基づいて戦略やリスク管理活
動を調整することができます。これにより、経営幹部は、明らか
になった機会を捉え、下振れリスクを抑制することが可能になり
ます。

• 経済政策が売上と成長に及ぼす影響を評価する：世界的な選挙
イヤーには、政治、経済、ビジネス環境が変動しやすく、予測が一
段と困難になるでしょう。有権者がインフレや経済成長に対し
て懸念を強めていることから、新政権の多くが経済政策を最優先
事項に置くと考えられます。税務政策が転換される可能性もあ
ります。売上や成長の機会をもたらす新たな政策が導入される
かもしれませんが、そうした政策は経済安全保障上の目的（第5
の動向を参照）の枠内に収まるものになると考えられます。従っ
て、そのような機会の一部は、国内市場や同盟国の市場で事業を
展開する企業に限定される可能性があります。経営幹部は、新政
権が掲げる政策が自社事業のセクターにどんな機会と課題をも
たらすのか評価する必要があるでしょう。

• 選挙結果を踏まえて気候戦略とサステナビリティ戦略を見直す：
2024年に実施されるほとんどの選挙において、気候政策と規制
に関する方針の行方は不透明です。排出削減目標がより野心的
なものになるのか、それとも緩和されるのかなど、方針の行方は、
セクターを問わず、企業の事業運営、財務、コンプライアンス、戦
略などに大きな影響を及ぼすでしょう。企業は、主要市場で生じ
得る影響やステークホルダーの関心事を注視し、選挙後の見通し
が明らかになった時点で気候戦略をすぐに評価できるよう体制
を整えておく必要があります。

直接的に影響を受けるセクター

  エネルギー・資源

  政府・公共部門

   テクノロジー、メディア・エンターテインメント、テレコム
（TMT）

図5：2024年に選挙が実施される国・地域のGDPと人口は世界の過半を超える

2024年に選挙が実施される国・地域のGDPと人口の各合計が世界合計に占める割合（地域別）

注：本図のデータには、2024年に選挙が予定されているものの日程が未定の国・地域も含む。

出所：世界銀行、国際選挙制度財団

60%
27%

8%

22%
8%

世界のGDPに占める割合

54%

7%

28%

10%
9%

世界の総人口に占める割合

凡例：

北・中・南米

アジア太平洋

欧州およびユーラシア

中東・アフリカ

https://www.ey.com/ja_jp/geostrategy/geostrategic-business-group
https://www.ey.com/ja_jp/tax/international-tax-planning
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5. 経済安全保障の優先

テーマ： デリスキング | 地政学的行動： サプライチェーンのレジリエンスを高める

近年の世界情勢を背景に、地政学上の競合国間の相互依存関係が浮き
彫りになり、その結果、新国家主義の台頭、サプライチェーンへの政府
介入の増加、経済的自給自足の実現への努力などが見て取れます。こ
うした動向は、2023年に米国の統領令に基づく対外投資規制、中国
の対外関係法、EUの経済安全保障戦略などが施行されたことを受け
て、さら勢いが増しました。グローバル・トレード・アラート（Global 
Trade Alert）によると、貿易への介入数は過去5年間で180%近く増
加しました。その内、自由貿易を制約する介入は自由貿易を促進する
介入の約4倍にも上りました。2024年は、グローバルな相互依存関
係の「デリスキング（リスク低減）」を目的とする経済安全保障対策が、
地政学的な競合で優位に立つための主要な手段となりそうです。

経済安全保障政策の策定の背景には、地政学上の競合国への依存の低
減、国内産業の競争力の強化、国内の社会政治的安定性の維持という
3つの目標があります。経済大国の大半がこれらの目標を追求すると
みられますが、その達成に向けたアプローチは、貿易・産業政策やグ
レーゾーンの経済的強制措置（例えば、外国企業に対する非公式の制
限措置）などを含め、政府によって異なるでしょう。G7加盟国と中国
は、引き続き、投資スクリーニング制度、輸出管理規制、反強制措置な
ど、自国の経済安全保障政策のツールボックスの法的基盤の確立に努
めるとみられます（図6参照）。インドやインドネシアなどの中堅国は、
主に産業政策に依拠すると考えられます。

政府が特定のセクターを「戦略上重要」と見なした場合、そのセクター
と関連サプライチェーンは経済安全保障政策の影響をより強く受け
る可能性が高いです。戦略上極めて重要なセクターには、航空宇宙・
防衛や先進デジタル技術・データなどが含まれます。特に、半導体、
AI、量子コンピューティングなどの軍民両用技術は重要視されてい
ます。これらのセクターには、輸出管理規制、エンティティ－リスト
精度、投資スクリーニング制度などの厳しい経済安全保障政策が適用

されるでしょう。2024年には、EUが、軍民両用技術に対する輸出管
理規制の拡大と統一を目指すとみられます。米国では、対外投資スク
リーニング制度が導入されるでしょう。また、中国に対する輸出管理
規制が拡大される可能性があります。

各国政府は今後、重要インフラやエネルギーなどの戦略上重要な伝統
的セクターに対して、国内生産を促進または保護する目的の下、規制
とインセンティブを組み合わせたアプローチを採用し、並行して、サ
プライチェーンを担保するために、新たなパートナーシップの構築に
も取り組むものと予想されます。エネルギーセクターにおけるデリ
スキングは、重要鉱物、高容量電池、電気自動車（EV）といったエネル
ギー移行に必要な資源と技術が今後も焦点となりそうです。すでに輸
出管理規制の対象となっている低炭素技術の割合は2023年時点で
中国で約70%、米国では50%超となっていますが、このセクターに対
する経済安全保障政策が継続されれば、この割合はさらに増加するこ
とが見込まれます（G20 Trade Policy Factbookによる推計）。EUは、
中国製EVに対する反補助金調査を進めており、中国政府は対抗措置
を講じるかもしれません。また、中国やインドネシアなどの国々が重
要鉱物や太陽光パネルに対する輸出管理規制を強化する可能性があ
ります。

さらに、2024年には、医療サービス、農業、食料など、新たに戦略的
に重要性が高まっているセクターについても、政府はさらに取り組み
を強化するとみられます。各国の政策が目指すのは、サプライチェー
ンの混乱に対するレジリエンスの向上でしょう。例えば、インドは医
薬品有効成分（API）について生産連動型インセンティブスキームの
強化を計画しています。EUでは、医薬品規制改革により、サプライ
チェーンと備蓄レベルのモニタリングが義務付けられる可能性があ
ります。また、中国は、食料安全保障の強化に向けてさらなる措置を
講じるとみられます。

https://www.ey.com/ja_jp/geostrategy/when-political-disruption-surrounds-you-whats-your-next-strategic-move
https://www.ey.com/en_gl/geostrategy/when-political-disruption-surrounds-you-whats-your-next-strategic-move
https://www.ey.com/en_gl/geostrategy/when-political-disruption-surrounds-you-whats-your-next-strategic-move
https://www.ey.com/en_gl/geostrategy/how-to-shift-strategy-for-a-new-geostrategic-era-in-2023
https://www.globaltradealert.org/global_dynamics/day-to_1010
https://www.globaltradealert.org/global_dynamics/day-to_1010
https://pib.gov.in/PressReleasePage.aspx?PRID=1945155
https://health.ec.europa.eu/medicinal-products/pharmaceutical-strategy-europe/reform-eu-pharmaceutical-legislation_en
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推奨対応策

• サプライチェーンの混乱とコスト増大に備える：経済安全保障
政策は、特に戦略上重要なセクターにおいて、企業の事業運営拠
点やサプライチェーンの立地可能性に影響を及ぼすと考えられ
ます。政策は今後も、企業に特定の市場において、サプライチェー
ンの構成要素の見直しや事業活動の再評価を迫るものとなるで
しょう。こうした対応は、コスト増大や収益減少を招く可能性が
あります。また、このような政策により、特に戦略上極めて重要
なセクターでは、技術や人材の確保が難しくなる可能性がありま
す。それゆえに、企業にとって、自社のバリューチェーン、ならび
に経済安全保障に起因するリスクの所在について洞察を深める
ことが非常に重要となります。経営幹部は、サプライチェーンの
各構成要素が戦略上重要かを判断し、その判断に応じてサプライ
チェーン戦略を調整する必要があるでしょう。

• 地政学的情勢が企業の合併・買収（M&A）に与える影響を予測
する：クロスボーダーM&Aはその性質上、関連する政策や報復
的な政治的決断、特定の企業に対する非公式な制約などいった形
でさまざまな経済安全保障政策の影響を受けてきましたが、こう
した直接的な影響は今後も続くことが予想されます。中でも、対
内・対外投資スクリーニング制度は、M&A戦略に大きく影響す
るでしょう。経営幹部は、自社が事業を展開する国・地域の地政
学的関係、ならびに計画中のM&Aが国家安全保障上の問題に触
れていないかを評価し、規制による案件の遅延や却下の可能性を
予測する必要があります。

• 戦略上重要なセクターへの投資機会を特定する：各国政府は、戦
略上重要なセクターに対して、国内での研究、開発、生産を奨励
もしくは義務付ける産業政策を導入すると考えられます。こう
した傾向は今後、ブラジル、インド、インドネシアなどの地政学
的なスイングステートをはじめとする国・地域に拡大していく
とみられます。そうなれば、企業は、関連する優遇税制、補助金、
政府保証を伴う投資を活用する機会を得られるでしょう。経営
幹部は、特定の市場への参入や事業拡大の実現可能性を検討す
る際に、地政学的動向と同盟関係を考慮しつつ、こうした自社に
とって有益な政策がもたらす機会を見極め、評価する必要があり
ます。

直接的に影響を受けるセクター

  先進製造業・モビリティ

  エネルギー・資源

  金融サービス

  政府・公共部門

  医療・ヘルスケア

  プライベートエクイティ

   テクノロジー、メディア・エンターテインメント、テレコム
（TMT）

図6：経済安全保障政策は広範に導入され、適用範囲の拡大が続いている

経済安全保障関連政策（国・地域別）

注：（1）経済安全保障の観点から戦略上重要だと考えられる物資およびセクターを対象とする貿易措置（2）補助金・税控除の取得の条件として設けられた要件

出所：EY地政学戦略グループ

中国 EU 米国 日本

輸出管理規制（1）

関税（1）

対内FDIスクリーニング

対外FDIスクリーニング

強制措置への対抗政策

データ主権に関する措置

経済安全保障を根拠とする制裁措置

補助金・税控除

現地調達要件（2）

公的調達に関する制限

専任官庁・部署

該当なし
戦略上極めて重要なセクターおよび戦略上重要な伝統的セクターを対象に実施済み 
戦略上極めて重要なセクターまたは戦略上重要な伝統的セクターを対象に実施済み

措置の導入または拡大に向けて政治的に検討中

https://www.ey.com/ja_jp/consulting/supply-chain-operations
https://www.ey.com/ja_jp/consulting/supply-chain-operations
https://www.ey.com/ja_jp/strategy-transactions/transaction-strategy
https://www.ey.com/en_gl/tax/global-incentives-innovation-location-services
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2023年7月期のEY CEO Outlook Pulseの調査結果によると、CEO
の99%が地政学的課題に対処するため、サプライチェーンの再構築、
事業資産の移転、その他の戦略的な変革を計画していると回答してい
ます。ここで言う地政学的課題には、例えば、主要国間の緊張の高ま
りや、オンショアリング、ニアショアリング、フレンドショアリング
などによるバリューチェーン立地の多様化を義務付ける、または奨励
する政策が含まれます。2024年は、こうしたバリューチェーンの多
様化が、代替市場への参入または事業拡大を進める企業に上揺れ・下
揺れの両方の政治的リスクをもたらすと予想されます。

地政学的リスクの水準の上昇は、2024年においても依然として多様
化を促進する主要な要因の1つとなるでしょう。投資は引き続き先進
国市場に向かうとみられます。これまでも2022年にフランスと英国
が欧州の外国直接投資（FDI）の上位2カ国を占めました。その一方で、
今後、すべての主要国と経済的・地政学的関係を維持している地政学
的なスイングステートが、投資先の多様化に伴う課題において中心的
な位置を占める可能性があります。一例として、インドとインドネシ
アに対するFDIの投資額が2022年に急増しました（図7参照）。ベト
ナムは引き続き、製造業投資を引きつけるでしょう。2023年に米国
の最大の貿易相手国となったメキシコは、米国市場の主要なニアショ
アリング投資先としての地位を2024年も維持するとみられます。投
資先の多様化が進むのに伴い、トルコ、コスタリカ、モロッコなど他
の市場も多くの投資を呼び込む可能性があります。

各国の政治的リスクレベルの違いも、多様化に伴う課題に影響を及ぼ
すとみられます。プラス面としては、政府のインセンティブが投資先
の多様化に向けた意思決定を一定程度促すと考えられます。インドで
は、生産連動型インセンティブと輸入許可要件が誘因となって、半導
体をはじめとする製造業投資が拡大する可能性があります。日本で
も、新たに導入された経済安全保障上の優遇措置により、先端技術や
国内製造業への投資を呼び込むとみられます。モロッコやメキシコな
どでは、政府の優先分野への投資を引き込むために、税務上の優遇措
置も導入されるでしょう。

マイナス面としては、輸送インフラ、電力へのアクセス、人的資本の
流動性などが下振れリスクをもたらす可能性があります。例えば、
Economist Intelligence Unit（エコノミスト誌の調査部門）によると、
東南アジアの多くの国で、インフラ水準は中国をはるかに下回ってい
ます。また、国際労働機関のデータによると、修士号以上を持つ労働者
の割合は、中国の37%に対して、インドでは22%に過ぎません。メキ
シコ、ポーランド、ベトナムなどでは、低失業率が続いていることも、
人材の確保をさらに難しくする要因になり得ます。さらに、「長期にわ
たって上昇する」世界的な金利環境が、一部の市場において政府の資
金調達と経済リスクを高める恐れがあります。

炭素税や排出量報告のような追加の要件が課せられる状況を踏まえ
ると、サステナビリティが投資先の多様化に伴う課題に与える影響
は、さらに複雑なものになりそうです。米国のインフレ抑制法とEU
のグリーンディールによるインセンティブは、欧米市場のグリーン産
業全体に新たな機会をもたらすでしょう。より広い観点からは、最終
顧客により近い地点へのサプライチェーンの移転は、輸送網の短縮を
通じ温暖化ガスの排出量削減につながる可能性があります。しかし、
一部地域における再生可能エネルギー不足は、サステナビリティ関連
のコストとリスクの増大をもたらす恐れがあります。例えば、国際エ
ネルギー機関によると、メキシコとポーランドでは、エネルギー供給
に占める再生可能エネルギーの割合は15%にも届いていません。

そして、世界各地で選挙戦が繰り広げられる2024年は、さまざまな
国・地域で政治的不確実性が高まることでしょう。インドでは、政府
が労働法規制の緩和、インフラ投資の推進、土地取得制度の改革など
を実施するかどうかが、選挙の主要な争点となりそうです。インドネ
シアでは、次期政権が、同国の重要鉱物関連産業を左右する政策変更
を実施する可能性があります。メキシコのエネルギー政策は、次期大
統領にとって極めて重要な議題となるでしょう。

6. 多様化に伴う課題

|  2024 Geostrategic Outlook

https://www.ey.com/ja_jp/ceo/ceo-outlook-global-report-2023-09-22
https://assets.ey.com/content/dam/ey-sites/ey-com/en_gl/topics/attractiveness/ey-europe-attractiveness-survey-2023.pdf
https://assets.ey.com/content/dam/ey-sites/ey-com/ja_jp/topics/geostrategy/pdf/ey-geostrategic-outlook-2023-jp.pdf?download
https://assets.ey.com/content/dam/ey-sites/ey-com/ja_jp/topics/geostrategy/pdf/ey-geostrategic-outlook-2023-jp.pdf?download
https://www.dallasfed.org/research/economics/2023/0711
https://www.eiu.com/n/how-should-companies-think-about-supply-chain-shifts/
https://ilostat.ilo.org/data/
https://www.iea.org/countries
https://www.iea.org/countries
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• グローバルなサプライチェーン戦略を再評価する：サプライ
チェーンの再編成と多様化には、政治的リスクをグローバルと
ローカル双方のレベルで評価し、垂直統合とサプライヤーの拡大
のどちらを選択するかを見極める必要が生じるでしょう。具体
的には、企業は、サステナビリティ目標の拡大に対応するため、
重要原材料の統制や入手を容易にしたり、可能な限りサプライ
チェーンを現地化したりする方策を含め、自社の調達先・サプラ
イチェーン戦略を再評価する必要があります。事実、2023 EY 
Europe Attractiveness Surveyによると、投資すべき市場を選
択するにあたって最大の決定要因となるのは、気候変動とサステ
ナビリティに対する政策アプローチです。また、企業は、複雑化
が進むサプライチェーンに対する自社の現在のモニタリング能
力を評価し、コンプライアンス機能への追加投資の必要性を見極
める必要があります。

• 投資先の多様化を進める前に政治的リスクプロファイルを評価
し、理論的根拠を明らかにする：投資先の多様化に伴う企業の課
題には、自社の政治的リスクプロファイルの変化につながる、市
場参入および投資に関する判断が含まれるとみられます。取締
役会と経営陣は新規市場での経験が乏しいため、企業は地政学
上の勢力関係、国内の政治的安定性、規制動向を含め、新しい市
場を評価するために堅固なプロセスを確立する必要があります。
このプロセスには、自社が負うことになる新たな政治的リスク、
その市場に進出・事業拡大した場合に利用できる政治的インセ
ンティブ、この判断によって自社が負う政治的リスク全体がどの
ように変化する可能性があるかについての分析を含めることが
不可欠となります。

• 成長機会を求めて多様な市場に目を向ける：先進製造業、技術、
エネルギー移行などに関連する政府のインセンティブは、世界の
多くの市場で企業に投資機会をもたらすでしょう。これら分野
への投資は、多くの場合、新たな製造拠点の需要に応じて進化す
るインフラ、物流、その他のサービスの発展を後押しするものと
なります。さらに、こうした流れは相まって、消費者支出とマク
ロ経済成長にプラスの波及効果を及ぼすでしょう。セクターを
問わず、経営幹部には、このような変化を考慮に入れて自社の企
業・成長戦略を刷新し、新たに訪れる機会を捉えていくことが求
められます。

直接的に影響を受けるセクター

  先進製造業・モビリティ

  消費財・小売

  エネルギー・資源

  金融サービス

  政府・公共部門

  医療・ヘルスケア

図7： 投資先の多様化に資するさまざまな市場が大規模な新規投資（グリーンフィールド投資）を引きつけ
始めている

公表されたグリーンフィールド（FDI）プロジェクトの投資額（投資対象国別、10億米ドル）

出所：国連貿易開発会議（UNCTAD）
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https://www.ey.com/ja_jp/consulting/supply-chain-operations
https://assets.ey.com/content/dam/ey-sites/ey-com/en_gl/topics/attractiveness/ey-europe-attractiveness-survey-2023.pdf
https://assets.ey.com/content/dam/ey-sites/ey-com/en_gl/topics/attractiveness/ey-europe-attractiveness-survey-2023.pdf
https://www.ey.com/ja_jp/tax/indirect-tax-compliance
https://www.ey.com/en_gl/geostrategy/why-a-level-head-is-needed-to-deal-with-geopolitical-risk
https://www.ey.com/ja_jp/strategy/about-ey-parthenon
https://www.ey.com/ja_jp/strategy/about-ey-parthenon
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7. 海洋の地政学

テーマ： 多極分散型への移行 | 地政学的行動： サプライチェーンのレジリエンスを高める

地球上の人々の約半数が海から100マイル（約160km）以内に居住
し、世界のデータフローの少なくとも95%が海底ケーブルを介して
おり、さらには、エネルギー生産の3分の1が洋上で行われています。
天然ガスを送る海底パイプライン「ノルドストリーム2」の破壊や「航
行の自由」作戦の増加などは記憶に新しいですが、こうした事象を背
景に、海洋における地政学的緊張の高まりが浮き彫りになっていま
す。2024年は世界の海洋に対する統制とアクセスをめぐる競争が激
化し、サプライチェーン、データフロー、食料供給、エネルギー安全保
障などへ影響が及ぶでしょう。

世界の洋上輸送の要衝11カ所に関する最近の調査によると、サプラ
イチェーンの混乱リスクにさらされている取引は東アジアだけで7兆
4,000億米ドル相当と推計されています。こうした状況を踏まえる
と、2024年には洋上輸送を脅かす地政学的混乱のリスクがさらに増
大することが見込まれます。例えば、黒海で続く軍事行動、南シナ海
周辺における海軍・空軍による軍事作戦の増加、ペルシャ湾での軍事
衝突の深刻化の可能性などが相まって、すでに海上保険料が上昇して
います。加えて、極めて重要な国際海上輸送経路に混乱をきたす恐れ
も生じています（図8参照）。

海底の通信インフラの脆弱（ぜいじゃく）性に対する懸念も高まるこ
とが予想されます。テレコム市場調査会社TeleGeographyの推計に
よると、世界全体で利用または計画されている海底ケーブルは約550
本で、その総延長は約87万マイル（140万km）に及びます。東南アジ
アと中国を結ぶアジア・リンク・ケーブルなど地政学的な緊張をは
らんだ地域での新たなケーブル敷設は、これまで以上に地政学的な動
機によるサイバー攻撃や物理的攻撃のリスクにさらされるでしょう。

また、エネルギー移行による影響として、重要鉱物の深海底採鉱に対
する関心が一段と高まると考えられます。US Geological Survey（米
国地質調査所）所属の科学者は、深海底採鉱による重要鉱物の採掘が、

2065年までに全供給量の35～45%を占めると推計しています。国
際海底機構は、2014年から続けられている、深海底採鉱に関する開
発規制の制定に向けた取り組みを加速させるでしょう。しかし、海底
の64%は各国の領海外に位置しているため、こうした資源へのアク
セスをめぐる地政学的競合が激化する可能性があります。

同様に、水産資源の減少も国際的な緊張の高まりにつながりかねま
せん。国連食糧農業機関の報告によると、生態学的に持続不可能な
水準での漁獲量は、1970年にはわずか10%程度であったのに対し、
2019年には35%まで増加しています。違法・無報告・無規制（IUU）
漁業に対処する取り組みを強化することで、違法漁船と海軍や沿岸警
備隊の間で生じる事件・事故が増加するとみられます。また2024年
には、世界のプラスチック汚染の抑制を目指して、175を超える国・
地域が法的拘束力のある国際文書（条約）について交渉します。プラ
スチック汚染は、海洋や沿岸部に生息する生物の800種以上に影響を
及ぼしています。

気候温暖化によってアクセスの拡大が進む北極海は、上述のトレンド
すべてが集約し、競争が繰り広げられる場になるとみられます。北極
評議会に加盟する7カ国がロシアのウクライナ侵攻を受けて、評議会
への参加を中断した際にみられたように、北極海への地政学的緊張の
拡大は続くでしょう。

各国の政府はこれまで、断片的なアプローチで海事問題に対峙（たい
じ）してきました。しかし、地政学的紛争が拡大する可能性があるこ
とから、各国政府は海洋関連の諸問題の対処に向けて包括的な戦略
を模索する可能性が高いと考えられます。そうした方向性として、
2023年に国連公海条約に関する合意がなされるなど、前進が見られ
ました。しかし、地政学的緊張が一段と高まっていることから、2024
年には海洋経済の規制をめぐる多国間の協調は手詰まり状態になる
可能性があります。

https://catalog.loc.gov/vwebv/search?searchCode=LCCN&searchArg=2016056758&searchType=1&permalink=y
https://policy.defense.gov/OUSDP-Offices/FON/
https://policy.defense.gov/OUSDP-Offices/FON/
https://www.sciencedirect.com/science/article/pii/S2772424722000336#:~:text=Estimated%20shipping%20delays%20caused%20by,transit%20times%20and%20shipping%20costs.
https://www2.telegeography.com/submarine-cable-faqs-frequently-asked-questions
https://www.submarinecablemap.com/submarine-cable/asia-link-cable-alc
https://pubs.usgs.gov/publication/70231662
https://pubs.usgs.gov/publication/70231662
https://www.isa.org.jm/the-mining-code/
https://www.isa.org.jm/the-mining-code/
https://oceanexplorer.noaa.gov/facts/high-seas-governance.html
https://oceanexplorer.noaa.gov/facts/high-seas-governance.html
https://www.fao.org/3/cc0461en/online/sofia/2022/status-of-fishery-resources.html
https://www.economist.com/the-americas/2023/10/05/south-american-governments-are-trying-to-curb-illegal-fishing
https://www.unep.org/news-and-stories/press-release/historic-day-campaign-beat-plastic-pollution-nations-commit-develop
https://www.cbd.int/doc/publications/cbd-ts-83-en.pdf
https://www.state.gov/joint-statement-on-arctic-council-cooperation-following-russias-invasion-of-ukraine/
https://www.state.gov/joint-statement-on-arctic-council-cooperation-following-russias-invasion-of-ukraine/
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推奨対応策

• 物流リスクを管理し、サプライチェーンのレジリエンスを高め
る：船舶の海上保険料が上昇している一方でにもかかわらず補
償範囲が急拡大しているため、海上輸送への依存度が高い企業
にとっては国際海上輸送コストが大幅に増加する恐れがありま
す。また、大規模な紛争が発生した場合には、輸送遅延、積み荷や
船舶の損傷・損失などが生じる可能性があります。こうしたリ
スクを低減し、コスト増加を抑えるためには、コンティンジェン
シープラン（緊急時対応計画）を策定することが不可欠です。経
営幹部は、現地の事情を即したアプローチを検討しながら、この
計画をもとに、サプライチェーンのリスクを低減（デリスキング）
するための既存の戦略を見直す必要があります。

• 海洋に関するイノベーションと投資機会を追求する：深海底採
鉱、水産養殖、その他の海洋経済活動の分野は、今まさにイノベー
ションの絶好の機会を迎えています。海洋経済への注目が高ま
る中、これらの分野に向かう民間部門の資本や政府投資が増大す
る可能性が高いと考えられます。例えば、従来型の戦艦、偵察機、
海洋監視システムなどの種々の防衛関連製品・サービスに対す
る需要の増大が予想されます。また、海洋生物保護区の管理や持
続可能な水産養殖の拡大を目的とする、市場を通じた解決策への
投資の拡大も見込まれます。経営幹部は、海洋経済の拡大が自社
にどのような戦略的機会をもたらすのかを追求する必要がある
でしょう。

• ステークホルダーとサステナビリティを前面・中心に据えて、海
洋戦略を策定する：各国政府、環境活動団体、海洋関連組織は、企
業の海洋関連活動を注視していくでしょう。事業運営により生
態系に有害な事態が生じた場合、企業のレピュテーションや財務
業績に悪影響が及ぶリスクは深刻なものになりかねません。一
方、関連ステークホルダーとの協議に基づき海洋資源を開発する
企業は、より持続可能な戦略により、長期的価値創造を目指すこ
とができるでしょう。例えば、鉱業関連企業が、海底採掘で収益
性を達成しつつ環境への影響を大幅に抑制できる採掘技術を保
有していれば、競争上優位に立つことができます。

直接的に影響を受けるセクター

  先進製造業・モビリティ

  消費財・小売

  エネルギー・資源

  金融サービス

  政府・公共部門

  医療・ヘルスケア

出所：国際海上保険連合

図8：地政学的リスクを一因として、海上保険料の上昇が続いている

地域別海上保険料（10億米ドル）
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気候変動、ウクライナ紛争、エネルギー移行が要因となって、さまざ
まな重要物資の世界の需給関係が変化しています。世界資源研究所に
よると、深刻な水不足が生じている国の数は、2019年の17カ国から
2023年には25カ国へと増加しています。2021年以降、国連食糧農
業機関による世界の食料価格指数は1970年代以来の最高水準で推
移しています。また、米国地質調査所の推計では、世界のレアアース
産出量は、米国での生産設備稼働による産出の大幅増加などにより、
2022年までの5年間で131%増加しました（図9参照）。2024年に
は、重要鉱物、食料、水の供給確保に向けて、地政学的な競争が激化す
るでしょう。

物資をめぐる競争が見込まれる領域として第一に挙げられ、そしてお
そらく最も目を引くことになりそうな領域は、EV用の電池やエネル
ギー移行全般に必要な重要鉱物です。中国は、地政学的緊張が低かっ
た時期にすでにこの領域の国内産業を確立させていました。今後、短
中期的には世界最大規模となる重要鉱物の精製産業を保有する国と
して戦略的地位を維持し続けると考えられます。鉱物資源に恵まれた
国の一部はインドネシアやナミビアに倣い、自国内でより付加価値の
高い精製過程を整備するよう求めるとみられます。また、米国とEU
は、世界各国との間で、鉱物安全保障パートナーシップやロビト回廊
の開発など、供給体制の確立に向けて協定を追求するでしょう。

第2の領域としては、食料供給の不安定性と不確実性が依然として最
大の懸念事項になっていることから、農業関連物資をめぐる競争が
見込まれます。気候変動は、引き続き、作物収量や食料生産量に影響
を及ぼし続けるでしょう。また、ウクライナ紛争により、特にロシア
が黒海穀物イニシアチブ下におけるウクライナ産穀物の輸出再開を
渋っているため、穀物の供給が世界的に抑制される状況が続くでしょ

う。メキシコやインドなどの一部の国は、国内の供給を確保するため、
対象品目に対する輸出課税や輸出禁止を継続するとみられます。さ
らに、主要6穀類・肉類すべての輸入国として世界唯一・最大（国連
食糧農業機関のレポートによる）の中国は、一部の研究者が「食料シ
ルクロード」と呼ぶ構想（食糧の国際物流の整備・確保に向けた政策）
などを通じて、今後も国内の食料安全保障の確保を優先させるものと
みられます。

「エネルギーか食料か」の論争は、今後ますます相互に密接に影響し合
いながら展開されるでしょう。そうした背景には、バイオ燃料が脱炭
素化に向けた取り組みの一環として位置付けられているという現状
があります。例えば、国際エネルギー機関の推計では、2024年の世界
のトウモロコシ生産量の約22%がバイオ燃料に使用されます。世界
資源研究所によると、欧米各国がバイオ燃料に用いる穀物量を半分に
減らせば、ウクライナ産穀物の輸出減をすべて賄えるとしてます。こ
うした事態は、食料高騰や食料不安に直面している国にとっては、深
刻な政治問題に発展しかねません。

そして、物資をめぐる競争の第3の領域は水資源です。2024年には、
エルニーニョ ・ 南方振動（ENSO）による気候現象が降水量を大きく
変動させると予測されています。地政学的観点からすると、これは水
不足の地域に緊張の高まりをもたらしかねません。こうした懸念を裏
付けることとして、国連水関連機関調整委員会（UN Water）によると、
自国の水資源を流域国間で共有している国は153カ国に上りますが、
包括的な協力協定を締結している国は24カ国に過ぎません。国内で
は、各国政府は、例えば、2023年に米国の7つの州の間で締結された
コロラド川の保全協定のように、異なるセクターや地域間での水資源
の配分方法の調整を優先的に進めると考えられます。

8. 物資をめぐる競争

|  2024 Geostrategic Outlook

https://www.wri.org/insights/highest-water-stressed-countries
https://www.fao.org/worldfoodsituation/foodpricesindex/en/
https://www.fao.org/worldfoodsituation/foodpricesindex/en/
https://www.state.gov/minerals-security-partnership/
https://www.whitehouse.gov/briefing-room/statements-releases/2023/09/09/joint-statement-from-the-united-states-and-the-european-union-on-support-for-angola-zambia-and-the-democratic-republic-of-the-congos-commitment-to-further-develop-the-lobito-corridor-and-the/
https://www.ey.com/ja_jp/geostrategy/how-to-shift-strategy-for-a-new-geostrategic-era-in-2023
https://www.foodsecurityportal.org/tools/COVID-19-food-trade-policy-tracker
https://www.fao.org/3/cb9928en/cb9928en.pdf
https://www.fao.org/3/cb9928en/cb9928en.pdf
https://www.sciencedirect.com/science/article/pii/S2211912421000286
https://www.sciencedirect.com/science/article/pii/S2211912421000286
https://www.iea.org/data-and-statistics/charts/biofuel-demand-share-of-global-crop-production-main-case-2010-2027
https://www.ft.com/content/b424067e-f56b-4e49-ac34-5b3de07e7f08
https://www.ft.com/content/b424067e-f56b-4e49-ac34-5b3de07e7f08
https://iri.columbia.edu/our-expertise/climate/forecasts/seasonal-climate-forecasts/
https://www.unwater.org/sites/default/files/2023-08/UN-Water_SDG6_SynthesisReport_2023.pdf
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• 重要鉱物分野への投資機会を追求する：重要鉱物をめぐる地政
学的競争を背景に、鉱業セクターでは市況と規制動向が引き続き
有利な方向に向かい、探査・採掘の機会の増加につながる可能性
が高いとみられます。金属リサイクル企業など、バリューチェー
ンの他の部分に属する企業にも事業の革新・拡大の機会が訪れ
るでしょう。経営幹部は、地政学上の政策やサステナビリティ政
策に関する検討事項を自社の投資判断に組み込む事が推奨され
ます。

• 農業・食料サプライチェーンのレジリエンスを強化する：食料
バリューチェーン全体にわたる世界的混乱が今後も続くと予想
されることから、農家や食料品店をはじめとする市場参加者は、
既存の供給ネットワークを再評価し、できる限り多様化する必要
があるでしょう。多様化の一例としては、革新的な肥料の使用や
農産品調達先の拡大、レジリエンス強化戦略の展開などが挙げら
れます。多くの場合、こうした取り組みは、国家食料安全保障の
向上に資する政府とのパートナーシップや公的資金の活用など
の機会、または強靱（きょうじん）なグローバル食料安全保障に
関するG7広島行動声明に基づく機会などを活用しながら進める
ことができるでしょう。

 

• 水資源に関する問題に対して、全セクターでイノベーションを進
める：水資源に関する問題の多くは、既存のインフラや法的枠組
みの前提条件が時代に合わせて更新されていないことから生じ
ています。従って、早急にイノベーションを進める必要がありま
す。水を得る権利への注目の高まりを契機に、水資源に関する問
題が生じるかもしれませんが、同時に機会も生じるでしょう。世
界の地政学的な多元化に伴う転換は、各国政府が国際的な水資源
をめぐる隣国との緊張関係に対処する機会になり得ます。政策
立案者は、より良い水資源管理インフラの設計および投資に向け
て、水道事業会社やテクノロジー企業と協働することが重要とな
ります。また、2024年には大規模なエルニーニョ現象の発生が
予測されていることから、各国政府や企業は、洪水や干ばつによ
る被害に対する緊急支援の必要性の高まりに備える必要がある
でしょう。

直接的に影響を受けるセクター

  先進製造業・モビリティ

  消費財・小売

  エネルギー・資源

  金融サービス

  政府・公共部門

  医療・ヘルスケア

   テクノロジー、メディア・エンターテインメント、テレコム
（TMT）

図9：鉱物資源探査のための支出は過去数年間で35%増加しており、特に先進国で増加率が高い

鉱物資源探査のための支出（国別、100万米ドル）

注：グラフには鉱物資源探査のための支出上位12カ国を表示。

出所：S&P Global Market CapitalIQ Pro
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9. グリーン政策の並行実施

テーマ： デリスキング | 地政学的行動： サステナビリティ戦略を適合させる

経済成長が減速しインフレが進行する中、短期的にはコストの増大に
つながる、合意済みの排出削減規制を後退させる政府が2023年に現
れ始めました。他方、国内のグリーン経済に対する政府の支援が強ま
りを見せています。2024年には、経済成長とエネルギー安全保障と
いう2つの国家目標が、各国の気候政策の方向性に大きな影響を与え
ることになり、サステナビリティ規制の進展速度の差はより顕著にな
ると予想されます。

各国政府は今後、国内のグリーン技術関連製造業への支援を強めてい
くでしょう。こうした傾向は、エネルギー安全保障と経済成長目標の
双方に資するとともに、脱炭素化の促進につながります。中国では、
2024年に200ギガワット相当の再生可能エネルギー施設の建設を
計画しています。また、EV需要を喚起するために、720億米ドルの税
制優遇措置が実施される見込みです。米国では、2022年に成立した
インフレ抑制法が引き続き執行され、グリーンテクノロジー企業には
補助金と税制優遇措置が提供されます。EUは、グリーンディール産業
計画の一環で、2030年までにEUレベルで最大3,800億米ドルの資
金を投入する予定です。ブラジル、オーストラリア、アラブ首長国連
邦をはじめとする他の主要国の政府は、国内の再生可能エネルギー産
業への投資を継続するとみられます。

しかし一部の政府は、短期的な経済目標の達成と有権者へのアピール
のため、サステナビリティ規制の導入を鈍化させるかもしれません。
EUは、2024年1月に企業サステナビリティ報告指令（CSRD）の開示
要件の軽減を予定しており、さらに2035年以降のエンジン車の販売
禁止方針を緩和する見込みです。また、インドネシアと日本は、計画
されている炭素税の導入を2025年まで延期します（図10参照）。こ
うした動きとは対照的に、米国証券取引委員会（SEC）は、長期にわた
り延期されてきた気候関連情報開示規則の導入に踏み切るとみられ
ます。カリフォルニア州は、今後数年間をかけて独自の報告義務の導

入を進めると予想されますが、生じ得る法的問題を勘案するかどうか
は不透明です。

一部の国では、サステナビリティに関する政府の取り組みについて、
国民の間で包括的なアプローチが見られないと不満を抱く層の声が
高まるでしょう。一方、そうした取り組みに根強く反対する層も引き
続き存在するでしょう。このような状況は世界各地で行われる選挙戦
の結果に影響を及ぼしかねないだけでなく、先進国の一部で環境アク
ティビズムの活発化を招く可能性があります。気候変動関連の活動団
体による抗議行動が激化し、混乱をきたす国もあるかもしれません。

地政学的に、グリーン政策に二元性が生じる可能性もあります。まず、
貿易相手国の気候政策が保護主義的あるいは差別的だとして、異議を
唱える国が出てくる可能性があります。EUの炭素国境調整メカニズ
ム（CBAM）は、引き続き世界貿易に緊張をもたらし、報復関税を導入
する国が現れるかもしれません。また、経済規模の大きい新興国の多
くが、グリーン移行に向けた資金調達や西側諸国の市場への輸出競争
力確保のため、カーボンプライシング政策を導入・拡充する動きもみ
られるでしょう。2023年12月に開催された国連気候変動枠組条約
第28回締約国会議（COP28）の後、より野心的な気候目標を追求し資
金調達を進める国・地域と、引き延ばしを図っているとみられる国・
地域との間で、地政学的緊張がさらに高まることも予想されます。

一方、地政学的な競争を背景に、地政学的なスイングステートとの関
係構築を目指す中国、米国、EUなどが、新興市場へのグリーン投資を
拡大することも予想されます。例えば、中国が主導するアジアインフ
ラ投資銀行（AIIB）は、2025年までの期間、年間融資総額の半分を気
候変動関連プロジェクトに配分することを計画しています。米国と
EUも、インド、アルゼンチン、エジプトなどに対し、持続可能な経済
成長を生み出すための新たなプロジェクトを公表しています。

https://assets.ey.com/content/dam/ey-sites/ey-com/ja_jp/topics/geostrategy/pdf/ey-geostrategic-outlook-2023-jp.pdf?download
https://www.unep.org/news-and-stories/speech/united-action-greener-more-secure-future-china-and-beyond
https://www.unep.org/news-and-stories/speech/united-action-greener-more-secure-future-china-and-beyond
https://finance.ec.europa.eu/publications/2024-commission-work-programme_en
https://finance.ec.europa.eu/publications/2024-commission-work-programme_en
https://tax.thomsonreuters.com/news/sec-delays-climate-change-disclosure-rulemaking/
https://www.ey.com/en_us/assurance/accountinglink/technical-line-a-closer-look-at-californias-recently-enacted-climate-disclosure-laws
https://www.un.org/en/climatechange/cop28
https://www.aiib.org/en/news-events/news/2023/AIIB-Unveils-Climate-Action-Plan-Reinforces-Commitment-to-Tackle-Climate-Change.html
https://www.aiib.org/en/news-events/news/2023/AIIB-Unveils-Climate-Action-Plan-Reinforces-Commitment-to-Tackle-Climate-Change.html
https://www.whitehouse.gov/briefing-room/statements-releases/2023/09/09/fact-sheet-president-biden-and-prime-minister-modi-host-leaders-on-the-partnership-for-global-infrastructure-and-investment/
https://www.whitehouse.gov/briefing-room/statements-releases/2023/09/09/fact-sheet-president-biden-and-prime-minister-modi-host-leaders-on-the-partnership-for-global-infrastructure-and-investment/
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推奨対応策

• 政府と連携してサステナビリティ投資を加速する：企業、特に研
究開発に多額の投資を行っている企業は、グリーンテクノロジー
投資の分野で公的資金の利用を拡大する機会を得られる可能性
が高いです。学生・社会人向けリスキリング・プログラムを政
府が支援すれば、企業にとって現在労働市場で不足しているグ
リーンスキル人材の確保につながるでしょう。また、多くの投資
家がグリーン投資資産については長期リスクを低く見積もるた
め、企業はより低いコストでグリーン投資資金を調達できる可能
性があります。さらに、地政学的競争の激化や国際的な気候変動
資金調達の増加により、新興市場・フロンティア市場でエネル
ギー移行関連の成長機会も期待されます。

• 税制や規制の変化を業務・財務計画に組み込む：政府が炭素税
などサステナビリティ規制の一部を撤回または延期する国・地
域においては、短期的には企業への財務的圧力が緩和される可能
性があります。しかし、環境目標が突如変更された場合、財務予
測と投資戦略に不確実性が生じるでしょう。例えば、エンジン車
の段階的使用中止に関して合意済みのスケジュールが変更され
れば、EV製造企業の戦略の前提や予測に影響が生じる可能性が
あります。さらに、炭素税制度は各国で異なり、その導入の見通
しもそれぞれ不透明であることから、グローバルに事業を展開す
る企業にとってはコンプライアンスの順守が一層難しくなると
みられます。

• 長期的なサステナビリティ戦略に継続的に注力する：短期的に
は、政府の多くがサステナビリティ規制と義務的開示の範囲を
縮小することが予想されますが、企業は、自社の戦略とデューデ
リジェンスにサステナビリティを組み込むための取り組みを引
き続き続けることが推奨されます。世界の規制の先手を打ち、顧
客、市民、投資家の高まる要望に応えることは、これからも企業
にとって有益でしょう。実際、2023 EY Sustainable Value調
査でも、経営幹部の52%が気候変動対策で期待を上回る財務的
リターンを得たと回答しています。また、エネルギー安全保障が
重要視されていることを踏まえると、経営幹部は、自社のグリー
ン戦略に地政学上の検討事項を組み込み、混乱とコスト増大に起
因するリスクの低減を図る必要があります。

直接的に影響を受けるセクター

  先進製造業・モビリティ

  消費財・小売

  エネルギー・資源

  金融サービス

  政府・公共部門

  プライベートエクイティ

   テクノロジー、メディア・エンターテインメント、テレコム
（TMT）

図10：世界の温室効果ガス（GHG）排出量の価格設定に関する規制の適用範囲は拡大している

カーボンプライシング政策の対象となっている世界の年間GHG排出量の割合

中国 EU 日本 カナダ 韓国 他のG20加盟国 その国・地域

注： カーボンプライシング政策には、排出量取引制度（ETS）と炭素税が含まれる。国・地域ごとの排出量は、2023年3月時点で導入済みの連邦、国、地方
自治体による取り組みの合計である。EUのカーボンプライシング規制の対象となるGHG排出量の世界に占める割合が減少しているのは、EUによる
GHG排出量削減に伴う割合の減少によるものと考えられる。中国の国レベルのETSに関する情報は、2017年12月の中国国家発展改革委員会による
国レベルのETS制度導入に関する発表に基づく非公式の初期推計に基づく。他のG20加盟国には、アルゼンチン（0.15%）、オーストラリア（2023年
に初めて導入されたため該当なし）、インドネシア（0.60%）、メキシコ（0.53%）、南アフリカ（0.84%）、英国（0.19%）、米国（0.85%）を含む。

出所：World Bank Carbon Pricing Dashboard
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https://www.ey.com/ja_jp/sustainability/how-can-we-accelerate-climate-action
https://www.ey.com/ja_jp/workforce/hr-transformation
https://www.ey.com/ja_jp/workforce/hr-transformation
https://www.ey.com/ja_jp/strategy-transactions/corporate-finance
https://www.ey.com/ja_jp/strategy-transactions/corporate-finance
https://www.ey.com/ja_jp/sustainability
https://www.ey.com/ja_jp/sustainability/how-can-we-accelerate-climate-action
https://www.ey.com/ja_jp/geostrategy/geostrategic-business-group
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1992年に国連気候変動枠組条約（UNFCCC）が採択されて以降、気候
政策の焦点は、「気候変動の緩和」に当てられ、気候変動に歯止めをか
けるために温室効果ガス排出量を削減することに重点が置かれてき
ました。しかし、この30年間で気候はすでに大きく変化しています。
2014～22年にかけての9年間は、記録上最も気温の高い9年間でし
た。また、世界気象機関の予測によると、世界の気温は今後5年でさら
に記録を更新する見込みです。政策立案者はGHG排出量の削減を通
じて気候変動の緩和に注力していますが、それでもやはり、2024年
には気候変動による現在の物理リスクへの適応の緊急性がより鮮明
になるでしょう。

国連によると、UNFCCC批准国のうち気候適応計画を策定している国
は、2021年にはわずか5%でしたが、2022年には80%超に急増しま
した。こうした適応行動を世界的に評価・検証するグローバル・ストッ
クテイクが2023年に実施されました。2024年には、その評価報告
書に基づき、各国政府はより具体的な取り組みに注力するとみられま
す。その一例として、自然災害に対する建築物のレジリエンス強化の
ための基準の新設や投資が挙げられます。米国では、こうした取り組
みに10億米ドル超の資金を投入しています。大半の政府が、自然を活
用した解決策を通じて異常気象の影響の軽減を図るとみられます。東
京の「クールロード」と呼ばれる蒸発冷却舗装や、シンガポールが導
入している都市部の気温上昇を抑制する効果を狙った建築設計など
はその一例です。また、2023年9月に公表された自然関連財務情報
開示タスクフォース（TNFD）の勧告に続き、2024年には国際サステ
ナビリティ基準審議会が、生物多様性を開示対象に含めるためのプロ
ジェクトを始動する可能性があります。

こうした動向に伴い、今後、適応措置に対する投資の不足はより鮮明
になると考えられます。現在発生しているエルニーニョ・南方振動は
激しい気象現象になる可能性が高く、2024年は異常気象リスクがさ
らに高まる恐れがあります。オーストラリアではすでに、熱波や山火
事、サイクロンの増加に備えるための取り組みを進めています。こう

した自然災害をもたらす異常気象は、経済成長の減速の要因となりま
す。再保険会社のスイス・リーによると、2012年から2021年にか
けて、暴風雨、山火事、洪水だけでも世界のGDPの約0.3%に相当す
る損害が生じています。

2024年には、気候変動によって極めて甚大な影響を受けた地域の
人々が生計手段を奪われ、政治的不安定性が増大する可能性が高いで
しょう。例えば、ストックホルム国際平和研究所の調査によると、サ
ヘル地域では気候変動が生活基盤の劣化を引き起こし、資源をめぐる
紛争を激化させ、武装集団のリクルート活動の活発化を招いていま
す。実際、サヘル地域では過去3年間で8件ものクーデターが発生し
ています。広範には、気候変動に対するレジリエンスの脆弱（ぜいじゃ
く）性に対する人々の不満が、世界的な選挙イヤーを通して各国の政
権の劇的な交代をもたらす可能性があります。

また、気候変動を理由とする移住についても、今後ますます注目が集
まるでしょう。エルニーニョ現象による自然災害で被災したの国内避
難民数の世界合計は、2024年には、2022年の約3,200万人を上回る
見込みです。また、Global Climate Risk Index（世界気候リスク指数）
で高リスクとされている地域（主に、新興諸国やフロンティア諸国な
ど）からの気候変動を理由とする越境移民は、欧州や北米を目的地と
する傾向が高まると予想されます。こうした高リスクの地域では、移
民が目下政治的に繊細な問題になっているため、社会的緊張がさらに
高まる恐れがあります。

国連によると、気候変動への適応のために必要とされる資金は、国際的
に確保された適応資金の5倍から10倍に上ると推計されます。先進諸
国が気候変動への適応対策資金を新興・フロンティア諸国に供給でき
るか、また、それをどのように調達するかが、引き続き2024年にも重要
な課題となるでしょう（図11参照）。生物多様性条約（CBD）第16回締
約国会議（COP16）が10月に予定されていることを踏まえると、2024
年には自然環境がアジェンダの中心に位置することになりそうです。

10. 気候変動への適応の緊急性

|  2024 Geostrategic Outlook

https://www.unep.org/resources/adaptation-gap-report-2022
https://www.unep.org/news-and-stories/story/heatwaves-blanket-europe-cities-turn-nature-solutions
https://www.unep.org/news-and-stories/story/heatwaves-blanket-europe-cities-turn-nature-solutions
https://www.nytimes.com/interactive/2023/09/18/world/asia/singapore-heat.html
https://tnfd.global/final-tnfd-recommendations-on-nature-related-issues-published-andcorporates-and-financial-institutions-begin-adopting/
https://tnfd.global/final-tnfd-recommendations-on-nature-related-issues-published-andcorporates-and-financial-institutions-begin-adopting/
https://www.ifrs.org/news-and-events/news/2023/09/issb-congratulates-tnfd-on-finalised-recommendations/
https://www.ifrs.org/news-and-events/news/2023/09/issb-congratulates-tnfd-on-finalised-recommendations/
https://www.cpc.ncep.noaa.gov/products/analysis_monitoring/enso_advisory/ensodisc.shtml
https://nema.gov.au/about-us/media-centre/Preparedness-Summit-250923
https://www.sipri.org/sites/default/files/NUPI_Fact_Sheet_Sahel_LR5.pdf
https://www.internal-displacement.org/global-report/grid2023/
https://www.germanwatch.org/en/19777
https://www.germanwatch.org/en/19777


242024 Geostrategic Outlook  |

 2024年
の
地
政
学
的
動
向
の
ト
ッ
プ

10
 地
政
学
的
戦
略
上
の
優
先
事
項

 事
業
に
影
響
を
及
ぼ
す
市
場
テ
ー
マ

 G
eostrategic O

utlookに
つ
い
て

推奨対応策

• 革新的な適応戦略に投資する：気候変動への適応の緊急性に対
する注目の高まりを受け、革新的な適応戦略に関する研究・普
及に利用可能な資金が官民で増加するとみられます。ある推計
では、今後10年以内にそのような資金は年間2兆米ドル規模に
なると予想されています。こうした傾向は、インフラや建設セ
クターの企業、ならびに自然を活用した解決策や生物多様性の
向上を図るソリューションを提供する企業にとって好機となる
でしょう。例えば、冷却効果の役割を果たす木々や水辺を都市景
観に組み込む手法による街づくりを求める都市が増加する可能
性があります。経営幹部は、気候変動への適応に関わるイノベー
ションの開発および展開に自社がどのような役割を担うことが
できるかを評価し、同時に、自社の事業活動と不動産フットプリ
ントに適応戦略を組み込む必要があります。

• 気候変動の影響を立地評価と投資デューデリジェンスに組み込
む：（海水面上昇などの）恒常的な気象リスクが一部資産の価値
を減少させ、事業運営に混乱をもたらす間にも、極端な異常気象
により物的資本に対する損害の発生がさらに続くでしょう。企
業が新たな製造拠点などの長期物的資本に投資する際には、特に
保険会社が高リスク地域での保険引き受けをためらう傾向が強
まっていることを踏まえると、上述の点を検討する重要性は高ま
る一方でしょう。経営幹部は、地方自治体および国レベルの気候
変動適応計画、ならびに生物多様性に及ぼす影響の評価を、サプ
ライヤーとの関係および企業買収の可能性に関する判断に組み
込む必要があります。

• 為替相場の影響と増税の可能性に備える：気候変動は輸送や電
力などのインフラに損害をもたらしており、それが他セクターの
事業活動の混乱につながることも少なくありません。気候変動
への適応が十分に進まない一方で、政府は、事業活動の混乱によ
る税収減と損傷したインフラの再建のための歳出増加に直面す
ることになります。経営幹部は、その結果生じる政府の財政悪化、
さらには通貨価値下落の可能性に備える必要があります。また、
企業はそのような状況において、政府の財政収支改善のため、増
税（一般的なものか、石油・天然ガスなどの特定の業界を対象に
したものかを問わず）が実施される可能性についても注視してい
くことが不可欠です。

直接的に影響を受けるセクター

  先進製造業・モビリティ

  消費財・小売

  エネルギー・資源

  金融サービス

  政府・公共部門

  プライベートエクイティ

   テクノロジー、メディア・エンターテインメント、テレコム
（TMT）

出所：経済協力開発機構（OECD）、https://www.oecd.org/environment/climate-finance-provided-and-mobilised-by-developed-countries-in-2016- 2020-286dae5d-en.htm

図11：適応資金は増加傾向にあるものの、ニーズには依然として達していない

途上国における国際的な気候変動対策資金調達（地域・取り組み別、2016～20年）

適応の取り組み 緩和の取り組み 横断的な取り組み
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https://www.unep.org/news-and-stories/story/heatwaves-blanket-europe-cities-turn-nature-solutions
https://www.unep.org/news-and-stories/story/heatwaves-blanket-europe-cities-turn-nature-solutions
https://www.ey.com/ja_jp/government-public-sector
https://www.fitchratings.com/research/us-public-finance/insurance-pullback-could-pressure-ca-fl-tax-base-longer-term-05-09-2023
https://www.ey.com/ja_jp/assurance/why-biodiversity-may-be-more-important-to-your-business-than-you-realize
https://www.ey.com/ja_jp/strategy-transactions/mergers-acquisitions-due-diligence
https://news.un.org/en/story/2022/11/1130247#:~:text=Antonio Guterres asked governments to,change are here and now.
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地政学的に多元化した世界（マルチバース）      

AIの地政学     

米中各国の国内の課題     

世界的な選挙イヤー   

経済安全保障の優先       

多様化に伴う課題      

海洋の地政学      

物資をめぐる競争       

グリーン政策の並行実施       

気候変動への適応の緊急性        

出所：EY Geostrategic Business Group

図12：企業への地政学的影響は広範囲に及ぶが、セクターごとに異なる

地政学的動向トップ10がもたらすセクター別直接的影響の概観

セクターへの影響

本レポート「2024 Geostrategic Outlook」に示された2024年の地政学的動向トップ10は、セクターや国・地域
にかかわらず、さまざまな企業に広範な影響を及ぼすと考えられます。しかし、動向によっては、特定のセクターやサ
ブセクターに対してより直接的な影響をもたらし得るものもあり、特に短中期的にそうした影響が及ぶ可能性が高い
と思われます。（図12参照）。その一方で、地政学的動向トップ10のすべて、もしくはほぼすべての影響を直接受ける
可能性があるセクターもあり、例えば、戦略上極めて重要なテクノロジーセクターや、戦略上重要な伝統的セクター
であるエネルギーセクターやインフラセクターなどが挙げられます。本セクションでは、8つのセクターにおける主
要な市場動向とビジネス上の影響について詳述します。
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先進製造業、モビリティ
業務モデルとサプライチェーンモデルの転換が進む

先進製造業およびモビリティ（AM&M）セクターの企業は、「資本の調達と配分」、「人材のスキルと採
用」、「材料・部品の供給」という3つの主要な課題を抱えています。2024年に予想される地政学的動
向は、これらの課題それぞれに影響を及ぼす可能性があります。

経済安全保障の優先は、資本の調達や配分の面でAM&M分野の多数の企業に影響を与える可能性が高
いと考えらます。こうした政策は、戦略的な製品における国内の製造能力の構築や拡充を狙いとして
いるため、製造業企業によっては、新規の資本支出プロジェクトの実行に向けて、有利な条件での政府
融資や、税額控除、あるいはその他の補助金などを受けることが可能になるかもしれません。同様に、
製造業企業が多様化に伴う課題への対応の一環として新規市場に参入したい、既存市場を拡大したり
する場合、政府のインセンティブプログラムの適用を受けられる可能性があります。ただし、国際的な
拠点の移転は製造業企業の政治的リスクプロファイルを変化させる可能性があり、それに伴って戦略
とリスク管理プロセスの再検討が必要となる場合があります。

多様化に伴う課題は、製造業界の労働力にも影響を及ぼすでしょう。事業やサプライチェーンの多様
化を目指している製造業企業、特に高度なスキルを持つ労働力が必要な企業にとって、東南アジア、東
欧、中南米などの代替市場の労働市場政策やスキル人材の可用性は重要な考慮点となります。さらに、
一部の先進国では2023年にストライキやその他の労働運動が活発化し、その動きは2024年にも続
く可能性があります。

2024年には、複数の地政学的動向が製造業企業の投入資本とサプライチェーンに多面的に影響を及
ぼすことが見込まれます。物資をめぐる競争は、半導体をはじめ多様な投入資本に求められる重要鉱
物の価格と入手可能性に影響する可能性があります。また、特に水不足が深刻な地域では、政府がセク
ター・地域間の水資源配分について調整を進めているため、水資源へのアクセスに関する問題に直面
するAM&M企業もありそうです。

地政学的な多元化も、特に世界のエネルギー価格において製造業企業に影響をもたらす可能性があ
ります。例えば、現下の中東での暴力行為は、石油、主要な肥料の一部、有機化学製品、臭素（イスラエ
ルが世界の生産量の30%を占めています）の価格上昇をもたらす可能性があります。また、うち続く
ブロック化や同盟関係の形成・強化により、製造業企業はグローバルな事業におけるコストとリスク
のバランスの確保に向けて一段と難しい対応を迫られることになるかもしれません。さらに、製造業
の性質上バリューチェーンが分散しているため、海洋の地政学によって海上輸送に混乱が生じれば、
AM&M企業は供給の混乱に直面する恐れがあります。

中国は今後も多くの製造業企業にとって、生産と販売の双方において主要市場で在り続けるでしょう。
従って、米中各国の国内の課題に関連する動向が今後もさまざまな形でAM&Mセクターに影響を及ぼ
すと予想されます。例えば、中国国内の経済活動の力強さと国内先進製造業の能力拡充を目的とする
中国政府の政策は、製造業の成長の見通しを左右する可能性があります。さらに、米国やその他の先進
諸国と中国の関係が今後どのように進展するかが、双方の国で事業を展開する製造業企業のサプライ
チェーン、投資、戦略に影響を及ぼすでしょう。

グリーン政策の並行実施もさまざまな形でAM&Mセクターのビジネスモデルに影響を与える可能性
があります。例えば、温室効果ガス排出量報告制度の導入は、一部の製造業企業に難しい課題をもたら
すかもしれません。一方、政府のEV分野への投資は、一部の自動車メーカーにとっては好機となるか
もしれません。また、多層的なグローバルサプライチェーンは、異常気象が引き金となって深刻な混乱
が生じる可能性があるため、こうしたサプライチェーンを持つ製造業企業は気候変動への適応におけ
る緊急性の影響を受けることも予想されます。
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消費財・小売
サステナビリティと多様化によりサプライチェーンが進化する

消費財・小売セクターの企業は、自社のビジネスモデルと戦略にサステナビリティの検討事項を組み
込む取り組みにおいて先進的です。それを踏まえると、気候変動への適応の緊急性に関連する政府の
政策は、消費財企業にとって、自社のレジリエンスを確保し、市場で気候適応を支援する新製品やサー
ビスへの投資を促す好機となるかもしれません。一方、気候変動への適応に向けた取り組みに後れを
取っている市場や企業は経済的打撃を被る可能性が高く、売上や収益が低迷する恐れがあります。

グリーン政策の並行実施も消費者企業に影響を及ぼすでしょう。消費財企業は、コスト管理を行いつ
つ成長を追求することを優先課題に据えていますが、その一方で、顧客にサステナビリティ重視の姿
勢を示し、それを実際に製品やサービスをという形で提供する重要性が増しています。そのため、この
双方のバランスを目指す消費財企業は難しい状況に置かれるかもしれません。各国政府は次々と排出
量開示要件を導入しています。今後もこうした政府の取り組みが続くことが見込まれ、各企業に対し
て自社のサプライチェーン全体にわたるGHG排出量の測定・報告の義務化が進むことが予想されま
す。そうなれば、さまざまな規制当局に対する報告指標の標準化や一元化を求める企業の声は高まる
一方でしょう。サステナビリティ情報の開示に関しては、自社がグリーンであると証明する手段とな
ると捉える消費財企業もあるかもしれませんが、消費者や投資家からの監視の目にさらされ、サプラ
イチェーン戦略を再考する必要性に迫られる企業も出てくる可能性があります。

米国と中国は世界の2大消費市場であるため、消費財・小売セクターに属する企業の成長に大きく寄
与していると考えられています。それ故に、米中各国の国内の課題は、消費財企業に大きな影響を及ぼ
す可能性があります。どちらかの国で国内問題が深刻な形で顕在化すれば、消費財企業は売上や収益
の見通しの悪化に直面することになるでしょう。また中国は、消費財の生産やサプライチェーンの重
要な拠点となっていることから、中国国内の政策の変更や米中関係の不安定化が生じれば、企業の事
業活動に影響を及ぼす恐れがあります。

主要市場への過度な依存を避けるためもあって、消費財企業の多くが多様化に伴う課題への対応とし
て、生産拠点の移転先となる代替市場や新たなサプライヤー関係などを積極的に模索しています。市
場側からすると、消費財企業のグローバルなサプライチェーンを取り込むことは雇用の創出につなが
るため、投資に対するインセンティブを提供している政府もあります。代替市場への投資が他のセク
ターでも進めば、幅広い経済成長が見込まれ、小売企業にとっては新市場への拡大に向けた好機とな
るでしょう。

物資をめぐる競争は、特にアグリビジネスのサブセクターに大きな影響を与えると予想されます。例
えば、投入コストが高騰すれば、農産品の供給と価格に直接的に影響が及ぶ可能性があります。こうし
たことから、農家は、例えば、データを用いて収穫量を予測したり投入資本を最適化したりすることで
投入コストの価格変動に対処したいと考え、さまざまなツールを導入することを目指しています。ま
た、各国政府が水資源の配分調整を行っているため、アグリビジネスセクターは農業用水の利用制限
を受けることになるかもしれません。

海洋の地政学による影響は、消費財・小売企業にさまざまな形で及ぶことが予想されます。例えば、漁
場をめぐる紛争やその解決策が、水産物の価格や流通量の変動という形で食品企業に影響を及ぼすか
もしれません。より広い観点からは、地政学的緊張により重要航路に混乱が生じ、消費財企業が負担す
る輸送コストと保険料が上昇する恐れがあります。多くの消費財企業では、サプライチェーンがグロー
バル全域に及び、世界で最も通行量の多い海運上の要衝を経由せざるを得ない状況にあるため、こう
した影響を受ける可能性が高いと考えられます。海上輸送経路に物理的な混乱が生じた場合、消費財
企業は供給の遅延やコストの増大に直面することになるでしょう。
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エネルギー・資源
エネルギーの生産と消費のあり方が変わる

戦略上重要な伝統的セクターに属するエネルギー企業は、地政学的動向トップ10のほぼすべての動向
の影響を受けるでしょう。その中でもグリーン政策の並行実施は、このセクター全体にわたって企業
のビジネスモデルと戦略に最も大きな影響をもたらすと思われます。マクロレベルでは、グリーン政
策の一部が短期的にインフレをもたらす可能性があります。長期的には一部の国・地域で世界の石油
価格が変動する影響が軽減されるため、グリーン政策がインフレ抑制要因になるかもしれません。こ
うした政策は、消費者や投資家からのグリーン需要の増大と相まって、世界中の市場にエネルギー移
行の加速をもたらすでしょう。ただし、その速度や時期は政府の政策次第であることから、国・地域に
よって異なる速度で異なる時期に移行が進められるでしょう。例えば、米国や、EUを含む一部の国・
地域では、クリーンテクノロジー（EVなど）の国内でのサプライチェーン拡大に向けて資金配分を継
続すると思われます。特に、2024年は世界的な選挙イヤーであることから、さまざまな主要市場でグ
リーン政策の目標と導入ペースに変化が見られそうです。

エネルギー移行関連では、重要鉱物のサプライチェーンもエネルギー・資源セクターにおいて戦略的
に重要です。鉱業企業が海底の鉱物資源を探査・採掘できるかどうかは、海洋の地政学の状況による
ところが大きいです。さらには、重要鉱物に関する物資をめぐる競争の動向も、事業運営とサプライ
チェーン、売上と収益、成長・投資戦略、財務・税務に関する検討事項などさまざまな点で鉱業企業に
影響を及ぼすでしょう。物資をめぐる競争に関しては、鉱物企業に限ったことではなく、エネルギー・
資源セクターの他の企業にも影響が及ぶ可能性があります。例えば、太陽光発電プラントを建設する
電力会社や公益事業会社は、蓄電設備メーカーも必要とする精製された重要鉱物の調達をめぐる競争
に直面するかもしれません。バイオ燃料生産事業者は、農作物を食料とエネルギー源のどちらに使用
するべきかという議論を通じて影響を受けるかもしれません。

経済安全保障の優先は、エネルギー企業の事業立地の選択に影響を及ぼすでしょう。こうした影響は、
各国政府がエネルギー自給率の向上や、地政学的に対立関係にある国・地域に対するエネルギー資源
依存の低減を目指していることが背景にあります。特に欧州各国の政府は、これまでロシア産天然ガ
スに依存してきた経緯を踏まえ、エネルギー全般にわたり今後もこのようなエネルギー政策を継続す
ると予想されます。その一方で、重要鉱物に対してより大きな関心を示す可能性が高い国・地域もあ
るでしょう。加えて、多様化に伴う課題もエネルギー企業による資源探査・採掘の対象地域の選択に
影響を及ぼすと考えられます。エネルギー資源の多様化の可能性を秘めた市場は地質学的な要因に
よって限定されるため、政府によっては、エネルギー企業への増税や、より付加価値の高い外国投資の
誘致などの手段として、自国が保有する資源を利用する可能性があります。

エネルギー移行の進展に伴い、エネルギー産出国として影響力を持つ国が世界で増加していることを
踏まえると、エネルギー移行は地政学的な多元化に寄与していると言えるでしょう。例えば、ウクライ
ナ情勢を背景に、さまざまな石油・天然ガス生産国が地政学的な影響力を増しています。再生可能エ
ネルギーと大容量蓄電池の需要の増加により、鉱物生産国の影響力も高まっています。このような状
況は、エネルギー企業の世界戦略に課題と機会の双方をもたらします。この課題と機会を受け入れつ
つデリスキングと事業ポートフォリオの多様化を進めれば、消費地により近い地域でのエネルギー生
産が実現するかもしれません。また、地政学的な多元化によって、重要鉱物など特定のエネルギー源の
ための新たなエネルギー連合（例えば、石油輸出国機構（OPEC））が形成される可能性もあります。エ
ネルギー企業が順守しなければならない制裁をめぐる国際状況も複雑化・流動化が進むでしょう。

そして、気候変動への適応の緊急性は、政策立案者の関心が生物多様性の保護や炭素吸収源の創出・
拡大に向けられるにつれて、エネルギー企業への影響が増していくことが予測されます。気候変動へ
の適応に向けた取り組みの一環として、政府が意図的に未開発のまま保持する可能性のある土地は、
おそらく広大なものになります。このことは、中長期的にエネルギー企業に重大な影響を及ぼす可能
性があります。特筆すべきこととして、2050年までにネットゼロ目標を達成するために必要な再生可
能エネルギー技術を大規模に展開する場合、短期的には生態系サービスや自然資本（例えば、陸地では
採掘活動、アンモニアなどの投入量など）の供給に負荷がかかることが予測されます。

https://www.ey.com/ja_jp/energy-resources/how-bold-action-can-accelerate-the-worlds-multiple-energy-transition
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金融サービス
顧客へのサービス提供の方法と場所が変わる

金融サービスセクターは厳しい規制の下に置かれているため、ほとんどの金融機関が規制リスクを管
理するための専門チームとプロセスを確立しています。また、金融機関には金利や資本コストの変動
を通じて財政・金融政策が直接的に影響します。金融サービスセクターはすでにこうした環境下に置
かれていますが、現下の世界情勢においては、他のセクター同様、地政学的動向の影響もより広範に受
けます。

経済安全保障の優先と多様化に伴う課題は相まって、銀行や保険会社のグローバルな事業展開や戦略
の方向性に影響を与えています。この2つの地政学的動向が契機となって、今後も世界の生産拠点とサ
プライチェーンが集中する地域が変わっていくことが予想されます。これに伴い、銀行も顧客へのサー
ビスを提供する方法や場所を変えていくことになるでしょう。また、保険会社にとって、これらの動向
は今までの保険モデルでは考慮されていない新たな課題や混乱を引き起こす可能性があります。それ
ゆえに、金融サービス機関は、顧客の事業拠点の変化を注視し、状況に応じて自身の事業拠点を調整す
る必要が出てくるでしょう。

グリーン政策の並行実施も、世界各国・地域の市場における銀行の事業運営のあり方に影響を及ぼす
でしょう。多く政府が、グリーン移行や民間セクターの脱炭素化に向けた取り組みの資金提供者とし
ての役割を銀行が担う前提で政策や規制の導入を継続的に進めています。しかし、米国の金融機関に
影響を与えるグリーン政策と、欧州や他の多くの市場で導入されているものとの間で、相違が拡大し
ているという事態が見られます。銀行は、このように変化と相違が進むサステナビリティ規制の環境
をうまく切り抜けていくかなければなりません。中には、市場で求められている以上に野心的な方針
に沿うことを選ぶ銀行も現れるかしれません。またこのような情勢により、銀行の戦略的優先事項、社
会への責任（コミットメント）、さらには収益性に関しても、銀行間の格差が一層広がる可能性があり
ます。

物資をめぐる競争は、商品先物などの資本市場の商品を含む、世界的な商品市場に影響を及ぼすでしょ
う。同時に、地政学的な情勢が為替相場に大きな影響を及ぼす可能性があります。地政学的な多元化も
資本市場に影響を与えるでしょう。世界システムが一極集中的なものからより多極的なものへと変容
するにつれて、国際取引に使用される通貨の種類も多様化しています。その影響は外国為替相場や通
貨市場全般に及ぶでしょう。また、その影響により危機の際に各国の中央銀行が協調して効果的に連
係する能力が制約されることになりかねません。このような状況がこのセクターのリスクプレミアム
を高めるとみられます。さらに、地政学的な多元化の影響は、国際的な制裁を介して広範な金融機関に
及ぼすと考えられます。特に銀行は、制裁をめぐる状況が大きく変動する中、コンプライアンスの状況
を注視し、順守を徹底する必要があるでしょう。

保険会社は、地政学的動向トップ10の中のいくつかの動向の影響を受けるものと思われます。代表的
な影響としては、例えば、大規模リスクの発生頻度の増加、保険会社が引き受けているリスクタイプに
存在するギャップ、収益の圧迫などが挙げられます。例えば、地政学的な多元化によって紛争が増加し、
政治的リスク保険の請求額の増大やサイバーセキュリティ分野などでリスクが拡大する恐れがありま
す。同様に、海洋の地政学を契機に保険料が上昇し、場合によっては、海上保険の請求額が増大する可
能性も考えられます。そして、異常気象の発生増加および深刻化がみられる地域では、気候変動への適
応の緊急性が保険会社の収益を圧迫し続ける可能性があります。

AIの地政学に伴う規制競争もまた、金融機関に影響を及ぼすでしょう。企業は、市場ごとに異なる規制
に直面することになり、データ管理、AI導入、規制の順守が難しくなると考えられます。中でも、EUの
AI法おいては、規定に反した場合、企業は多額の罰金を科される恐れがあります。しかし、金融機関は、
政府の「規制のサンドボックス」制度に参加することで、統制された環境下でAIの新たな活用方法を検
証する機会を得られる可能性があります。

https://www.ey.com/ja_jp/banking-capital-markets/how-firms-can-respond-to-the-2024-regulatory-landscape
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政府・公共部門
国内でも国際的にも、政策立案には困難が伴う

各国政府は、2024年の地政学的動向トップ10すべての影響を受けることになるでしょう。その中
でも最も重要だと思われるのは、2024年が世界中の多くの国が選挙を控えている「世界的な選挙イ
ヤー」であるということです。選挙イヤーには、政府関係者が選挙での勝利を目指して有権者の支持獲
得に奔走するため、政策立案の日程に遅延が生じる可能性が高くなります。また、多くの国の選挙シス
テムがサイバー攻撃や虚偽情報拡散、公開市場操作などを通じて外国による干渉のリスクにさらされ
るでしょう。一部の選挙戦は、現職候補の勝利となるかもしれませんが、非常に多くの選挙が行われ
ることを踏まえると、政府を主導する地位に新人候補が就任するケースもあるでしょう。いずれの場
合も、有権者から新たな負託は、政府に新たな政策アジェンダを追求する機会を提供すると考えられ
ます。

経済安全保障の優先は、課題と機会の双方を政府にもたらすでしょう。このような政策が導入されれ
ば、政府は国際競争力の向上につながる国内の新規投資を支援できるかもしれませんが、コストの上
昇や貿易相手国との緊張が高まる可能性という問題に直面するかもしれません。また、政府は産業政
策によって自国の投資に弾みをつけることができるかもしれませんが、地政学的に対立関係にある国
が同様の政策を実施すれば、対外直接投資（FDI）が落ち込むということもあり得ます。そのため、政策
立案者は、特に戦略上重要なセクターにおいて民間投資の誘致をめぐり他国と競争しています。

企業が、多様化に伴う課題への対応の一環で、生産やサプライヤー関係、販売について代替市場を模索
していることを踏まえると、地政学的なスイングステート（特定の大国や経済圏と結び付いていない
国々）の政府は、このような競争で優位な立場にあるかもしれません。しかし、多様化を目指す市場間
の競争は、今後激化することが予想されるため、政府は、多国籍企業に対して自国の価値提案を明確に
し、同時に、自国の経済圏への投資の障壁となり得る要素を減らす政策を実施する必要があるでしょ
う。ただし、政府の財政に係る負担が投資インセンティブを提供する上での制限要因となる可能性が
あります。

インフラ企業には、気候変動への適応の緊急性とグリーン政策の並行実施に伴う成長と投資の機会が
訪れるでしょう。しかし、ある調査で、気温上昇は屋外作業や労働集約型業務の認知的・身体的生産性
の低下を引き起こすことが明らかになっており、インフラ企業は労働力の供給と生産性に関する課題
に直面することにもなるでしょう。

これらの点を踏まえると、政府の多くが気候変動に関連するこの2つの動向に対して引き続き妥協点
を見いださなければならない可能性が高いです。国内では、政策立案者は、コストや入手可能性、資金
調達などに関する課題とサステナビリティへの配慮、さらにはさまざまなセクターや社会集団の利益
と懸念のバランスを取らなければならないでしょう。国際的には、グローバルな多国間機関の影響力
が弱まる中、各国政府は一段と複雑な政策環境に直面するとみられます。人道援助、災害復興に向けた
取り組みと同様、気候変動の影響緩和に関しても他国を支援するよう政府に求める圧力が、特に先進
国の間で高まっています。

国際競争の場の管理については、地政学的な多元化と米中各国の国内の課題が相まって、状況がさら
に困難になると予想されます。例えば、漁獲量の管理、重要鉱物の採掘、海底ケーブルの保護をはじめ
とする、海洋の地政学に関するさまざまな問題は、多国間で協調して取り組む必要があります。また、
物資をめぐる競争に関しても、特に国際的な水資源の利用権をめぐって国際交渉が求められます。こ
れらの領域は一部で進展がみられるかもしれませんが、多国間の合意に至る過程で政策決定者は数々
の障壁に直面することになるでしょう。場合によっては、こうした問題は、例えば、北極圏の資源に対
する権利や海上輸送経路に関する問題などのように、地政学的な火種になりかねません。そして、地政
学的な多元化に伴うその他の緊張も、対立国や非友好的だと認定した国への制裁の増加につながる可
能性があります。

AIの地政学をめぐる状況はまた、世界システムの分断によってさらに複雑になるでしょう。先行して
規制を導入する規制当局は他国の規制動向に影響を与え、市場における社会的信頼を築く機会を得る
でしょう。その一方で、政府にはAIに対する公的投資を増やすとともに、民間投資を引き寄せるため
に適した規制環境を整備しなければならないというプレッシャーを感じることになるでしょう。一部
の政府はAI規制の枠組みについて世界的なコンセンサスを模索していますが、政策立案者の主要な関
心は、同盟ネットワーク内でのAI規制に対するアプローチの調整に向けられる可能性が高いです。

https://www.science.org/doi/10.1126/science.aad9837
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医療・ヘルスケア
グローバルな事業展開と需要水準が変わる

製薬、医療機器などのライフサイエンス企業は、2024年も引き続き地政学的動向の影響を、特に自社
のサプライチェーンと事業運営の領域において、多大に受ける可能性が高いと予想されます。ヘルス
ケアサービスは国ごとに独自の構造的特徴が見られ、非常に地域密着型の業界ですが、そうした業界
へも地政学的動向の影響は及びます。

各国政府は経済安全保障の優先の一環として、引き続き、ライフサイエンス企業に対してサプライ
チェーンのレジリエンス向上を推奨または要求するでしょう。こうした背景には、新型コロナウイル
ス感染症（COVID-19）のパンデミック時の経験があり、各国政府は、医薬品有効成分（API）や医療機
器を社会・経済的な安全保障上の重要物資とみなしているということがあります。さらに、バイオテ
クノロジー企業の知的財産は、これまで以上に国家安全保障上の関心や地政学的競合の対象となって
います。このセクターの多くの企業が、このようなデリスキング政策に準拠するため、自社のグローバ
ルな事業展開とサプライチェーンの調整を迫られることになりそうです。その結果、セクター全体に
わたって、原材料、生産、労働力などの面でコストが増加する恐れがあります。

これに関連し、ライフサイエンス企業が事業拡大や市場参入に向けて代替市場を検討する際に、多様
化に伴う課題がその選択の意思決定に影響を及ぼすと考えられます。そのため、経営幹部は、自国政府
と対象国政府との地政学的関係に加えて、各国特有の政治的リスク環境も考慮しつつグローバルでの
事業展開を調整することが必要になるでしょう。ライフサイエンス企業は、一部の市場では投資イン
センティブの恩恵を期待できるかもしれません。しかし、人材のスキルや可用性、インフラの質などの
課題に直面する可能性があります。場合によっては、従業員のスキル向上のために多額の投資が必要
になるかもしれません。

AIを活用したヘルスケア変革に関しては、医療・ヘルスケアセクター全体で盛り上がりを見せており、
さまざまな組織がその活用方法を模索しています。例えば、ヘルスケアサービスの提供者は、数十年に
わたって収集してきた患者のデータをより効果的に活用したいと考えています。またAIは、ヘルスケ
ア業界の労働力不足に対する対策にも利用されています。こうした現状を踏まえると、AIの地政学が
今後どのように展開するかが、医療・ヘルスケアセクターにおけるデータ管理と業界の成長や投資機
会に大きく影響することになるでしょう。イノベーターや新規参入者はAIによって収益機会を得られ
るとしても、従来のプレーヤーにとってはAI規制がコンプライアンスリスクにつながりかねません。
さらに、医療データは特にサイバー犯罪の対象になる危険性が高いため、AIの利用が進めばサイバー
セキュリティ上のリスクが増大する恐れがあります。

ヘルスケアサービスに対する需要にも、2次・3次効果を介して地政学的動向の影響が及ぶ可能性があ
ります。例えば、政府が気候変動への適応の緊急性に効果的に対処できなかった場合、熱波や（山火事
などによる）大気汚染によって公衆衛生が悪化する恐れがあります。物資をめぐる競争もまた、新鮮な
水や食料を十分に入手できない人々の健康状態に影響を及ぼす恐れがあります。そして、地政学的な
多元化により世界中で紛争が増加した場合、紛争地域では医療システムが圧迫されるでしょう。
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プライベートエクイティ
政策主導の投資機会が生まれる

地政学的動向の影響はセクターや国・地域によって異なるため、プライベートエクイティ（PE）企業
にとっては、その影響の大部分がポートフォリオ企業レベルにおいて顕著になります。つまり、PE企
業は地政学的動向トップ10のいずれか、もしくはすべての動向の影響を受ける可能性がありますが、
その影響は個々のポートフォリオに含まれるセクターによって異なります。その一方で、ポートフォ
リオの構成がどのようなものであれ、PE企業はマクロセクターレベルでは複数の政治的リスクの影響
を受ける可能性が高いと考えられます。

PEセクターに及ぶ経済安全保障の優先の影響は、2つの相反する形で現れるでしょう。まず、国境を
またぐ取引や投資に課される規制が増えれば、PE企業を「立ち入り禁止」の対象にする市場セグメン
トや地域が増加することが見込まれ、そうなれば、PE企業の成長や投資が制約される可能性がありま
す。他方、政府が国内において戦略上重要なセクターへの投資を促進する環境を整えたり、投資を奨励
するための措置をこうじたりすることは、中国市場のような場所で地元のスタートアップ基金を利用
する機会を増やすことにつながります。また、米国のCHIPSおよび科学法のような産業政策が次々と
展開されるにつれて、それに応じた大規模な資本が求められるようになります。これはPE企業にとっ
て、新たな投資への資金調達に向けて産業界の企業とパートナーシップを組む絶好の機会となります。
連携先としては、半導体、バイオテクノロジーなど戦略上重要なセクターの企業に投資機会を見いだ
す可能性が高いでしょう。

これに関連して、AIの地政学がPE企業にAI分野の新興企業への投資機会をもたらす可能性がありま
す。これまでのところ、ベンチャーキャピタルがこの分野でより活発に活動してきましたが、各国政
府がAI関連のイノベーションや競争に対して関心を高めるにつれて、PE企業も参画する可能性が高
まってきています。ただし、地政学的に対立関係にある国・地域間でのAI投資は制限される可能性が
あります。

PEセクターは、今後も環境・社会・ガバナンス（ESG）に関する考慮事項を重視し、自社の事業活動に
おけるESGへの影響を報告すると同時に、一部のファンドでは投資の基本的考え方としてESGを取
り入れる方針を推進していくと考えられます。グリーン政策の並行実施は、これら双方の動向に影響
を及ぼすでしょう。前者に関しては、PE企業は保有するポートフォリオ企業に関連する排出量の報告
で求められるさまざまな規制要件への対応が課題となるでしょう。また後者に関しては、エネルギー
移行を加速させる政府の政策が、PE企業への新たな機会をもたらし続ける公算が大きいです。さらに、
一部の政府が気候変動政策の野心を縮小していることも、従来のエネルギー源を持続可能な形に改善
する機会を提供する可能性があります。同様に、気候変動への適応の緊急性が、一部のファンドの投資
戦略においてさらに大きな要素となっていくかもしれません。
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テクノロジー、メディア・エンターテインメント、テレコム
国境をまたぐ投資と販売が制約される

各国政府は、テクノロジー、メディア・エンターテインメント、テレコム（TMT）セクター内の多くのサ
ブセクターや製品を引き続き「戦略上極めて重要」とみなしています。そのため、このセクターのさまざ
まな企業が、経済安全保障の優先による影響を受けると予想されます。半導体メーカーは、引き続き輸
出管理や越境投資制限の主要な対象になりつつも、同時に、企業の高度な現地化能力の醸成を目的とし
た産業政策の一環で政府からのインセンティブや補助金を利用することができるでしょう。テレコム
企業も政府のインセンティブやインフラ構築のための資金援助を利用できるかもしれませんが、自社の
ネットワーク内で使用可能な機器メーカーに関する規制により、コストが増加する可能性があります。

AIの地政学もTMTセクターに重大な影響を及ぼすと予想されます。AIのイノベーションと規制を目指
す二重の競争を考慮すると、政府は2024年において、TMTセクターに対し、推進力と抑制力の両側面
から影響を及ぼす存在となるでしょう。これらの相反する力のバランスは、市場ごとに異なると考えら
ます。例えば、一部の企業は、EUの政策を他の国・地域のものに比べ、より制約的であると感じるかも
しれません。こうした中、すべての主要市場において、テクノロジー企業は、AI規制アジェンダの方向
性の決定に貢献しようとしています。2024年は世界的な選挙イヤーであることから、さまざまな国や
地域で、投票結果がAI規制の見通しに影響を及ぼすでしょう。

世界の2大経済大国の米国と中国は最もテクノロジーが進歩した国でもあることから、TMTセクター
は米中各国の国内の課題からもさまざまな形で影響を受けると考えられます。中国は経済政策におい
て、引き続き、半導体、AI、量子コンピューティングなどの先端技術分野における国内のケイパビリティ
向上を重点的に進めていくでしょう。一方、米国では、例えばデータプライバシーなどに関して各州が
異なる政策を導入するなど、州と連邦の立法動向が、TMT企業にとって断片的で不確実な規制環境を
生み出す可能性があります。

より広範な観点から見ると、世界の地政学的な多元化がTMT企業のイノベーション力に影響を与える
可能性が高いです。他方、世界のテクノロジーセクターのブロック化が、現地企業にとっての機会の増
加をもたらす可能性があります。また、グローバルなTMT企業にとっては、地政学的なスイングステー
トでの成長および投資の機会が見込まれるでしょう。その一方で、ブロック間や同盟ネットワーク間で
地政学的緊張が高まることで、人材プールや研究開発（R&D）のハブのサイロ化がさらに進む可能性が
あります。特に中東で続く暴力行為は、技術革新の中心地であるイスラエルの役割を鑑みると、TMTセ
クターに極めて深刻な影響をもたらしかねません。国境を越えたデータ、人材、知的財産の流れが滞れ
ば、TMTセクターのイノベーションの成長が鈍る恐れがあります。地政学的に多元化した世界では、サ
イバー空間も同様にさまざまな緊張の高まりによる影響を受けると考えられます。従って、TMT企業
は、他国が支援するサイバー攻撃の標的となる可能性も否めません。

海底通信インフラの脆弱（ぜいじゃく）性に対する懸念が高まる中、地政学的な問題が多発する地域で
はインターネットケーブルの新設が進められていることから、テレコム企業は海洋の地政学の影響を
受ける可能性が高いと考えられます。物資をめぐる競争も、半導体やその他の技術に不可欠な重要鉱物
のサプライチェーンを通じてTMT企業に影響を及ぼすでしょう。企業は、代替の供給ルートを確立す
る、鉱山事業者との創造的なパートナーシップを結ぶ、または重要鉱物の調達に必要な支出を増やすな
どの対策を講じる必要があるかもしれません。また、データセンターでサーバー冷却に水が使用される
ため、水不足はTMTセクターの企業にも影響を及ぼす可能性があります。例えば、生成AIを運用する
データセンターの水使用量の多さに対して、政策立案者や社会からの関心が高まるかもしれません。

これに関連して、グリーン政策の並行実施は、サプライチェーンでの排出量の報告、およびデータセン
ターでのデータの保管・分析に伴う大量のエネルギー使用を介して、TMT企業に影響を及ぼすとみら
れます。AIは極めて高度なデータ処理を行う必要があるため、AIの普及に伴い、TMT企業のエネルギー
使用量はさらに増大するでしょう。一部のテクノロジー企業はこの課題に取り組むに当たり、自社独自
の排出ゼロ発電所を建設するなど、エネルギーに関して新たなソリューションを模索しています。

このように、TMTセクターにさまざまな地政学的動向の影響が及びますが、これらの影響によって生
じる課題の中には、結果的にソリューションの一部となり得るものもあり、テクノロジー企業に戦略的
な機会を提供する可能性があります。例えば、テクノロジーは、エネルギー移行の加速化や必要コスト
の削減に役立ちます。同様に、技術革新により、政府はより適切に気候変動への適応の緊急性に対処で
きるようになるかもしれません。

https://assets.ey.com/content/dam/ey-sites/ey-com/en_gl/topics/ipo/ey-global-ipo-trends-2023-q2-v1.pdf
https://www.linkedin.com/pulse/strategic-imperative-tackling-emissions-technology-sector-wolf/


「 今後、地政学的環境は一段と 
複雑になることが予想されます。 
企業が市場で優位を保つためには、 
変化に応じてイノベーションを進め、 
戦略を柔軟に調整することが不可欠です」
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EY Geostrategic Outlookシリーズについて
EYの地政学戦略グループが毎年公表しているGeostrategic 
Outlook（地政学的戦略見通し）シリーズでは、今後1年間で予想さ
れる世界の政治的リスクの動向に関する分析結果を解説しています。
地政学戦略グループが定義する政治的リスクとは、地政学的レベル、
国レベル、法規制レベル、社会レベルで政治的な判断、イベント、もし
くは状況が、個々の企業、市場または経済のパフォーマンスに影響を
及ぼす蓋然（がいぜん）性を意味します。ここで注目すべきこととし
て、この政治的リスクの定義にはグローバルに事業を展開する企業に
とっての課題と機会が含まれます。それゆえに、政治的リスクの管理
には複数のより戦略的なアプローチを取ることが不可欠となります。

政治的リスクの特定を目的とするは外部環境のスキャニング（全般的
調査）は、地政学戦略の導入プロセスにおける最初のステップ（第1
フェーズ）です（図13参照）。そこで、2024 Geostrategic Outlook
として地政学的動向のトップ10を選ぶにあたり、EYの地政学戦略グ
ループはまず、クラウドソーシングによるホライズンスキャニング調
査（将来大きなインパクトをもたらす可能性のある変化の兆候をいち
早く捉えるために、現状を調査・分析して将来を展望する調査）を実
施して潜在的な政治的リスクを特定しました。このクラウドソーシン
グを通じて、数十に及ぶ領域のEYプロフェッショナルチームから世
界各国・地域の公共政策、戦略、マクロトレンド、セクター動向など
に関する見解や情報を収集しました。本スキャニング調査は、世界の
すべての地域を対象とし、地政学的戦略の枠組みを構成する4つのカ
テゴリー（地政学・国・規制・社会）すべての政治的リスクを網羅し
ています。また、さらに多くの動向を把握すべく、政治的リスク関連
の調査会社に所属する専門家にも聞き取り調査を行いました。

次に、EYの地政学戦略グループは、特定したすべての政治的リスク
を、その発生確率および、世界中のさまざまなセクターや地域の企業
への影響度合いという2つの側面から評価しました。この影響評価は、
地政学戦略の導入プロセスにおける第2フェーズに相当します。EY
がGeostrategic Outlookで公表している地政学的動向トップ10は、
グローバル企業に代表される政治的リスクの発生確率と影響度合い
の評価結果に基づいています。

2024 Geostrategic Outlookでは、10大動向それぞれを分析した結
果を考察し、それぞれの動向が2024年にどのような影響をもたらす
可能性が高いかを明らかにし（「情報収集」部分）、各政治的動向が特定
の事業部門に与える影響を評価し（「分析」部分）、経営幹部がどのよう
にリスクマネジメントをすればいいかについて推奨される対応を示
しています（「実行」部分）。さらに、このGeostrategic Outlookでは、
セクター別に10大動向それぞれについての国・地域のテーマとビジ
ネスへの影響に関する分析結果もまとめました。他に、各地政学的動
向に戦略的かつ積極的に対応するために経営幹部が実行できる推奨
行動も紹介しています。

2023 Geostrategic Outlookを振り返ってみると、地政学的動向は、
おおむね、EYの予測通りの展開を見せました。例えば、「ボラティリ
ティの定着」は、少なくとも、2023年の第1四半期から第3四半期ま
での期間は、地政学的緊張と政府の経済介入が続きつつも、高いレベ
ルで一定の安定感が持続したことから、状況を的確に表現したもので
あったと言えます。しかし、第4四半期に入ると再び地政学的緊張が高
まり始めました。また、世界各国の政府は、特にエネルギー安全保障の
領域において、さまざまな「政策のトレードオフ」に直面しました。そ
うした中、中央銀行と財政当局は、インフレと景気後退のパラドック
スへの対処において期待を上回る効果を上げました。

実行（Act）
業務運営面と戦略面で、政治的リス
クのマネジメントを包括的かつ部門
横断的に行う

• リスクマネジメント

• ガバナンス

• 戦略

分析（Focus）
政治的リスクが社内各部門と海外拠
点に与える影響を評価する

• 収益

• 成長と投資

• 業務とサプライチェーン

• データと知的財産

• 人的資源

• 財務と税務

• レピュテーションと 
コンプライアンス

情報収集（Scan）
政治的リスクを特定し、その変化を
モニタリングし、機会と課題を把
握する

• 地政学的リスク

• カントリーリスク

• 規制リスク

• 社会的リスク

図13：地政学戦略の導入プロセスでまずやるべきことは地政学的環境のスキャニング（情報収集）

EYの地政学的戦略のフレームワーク

x =蓋然（がいぜん）性 影響度 政治的リスクの 
積極的管理

出所：EY地政学戦略グループ

https://www.ey.com/ja_jp/geostrategy/how-to-shift-strategy-for-a-new-geostrategic-era-in-2023
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EY  |  Building a better working world

EYは、「Building a better working world ～より良い社会の構
築を目指して」をパーパス（存在意義）としています。クライア
ント、人々、そして社会のために長期的価値を創出し、資本市場
における信頼の構築に貢献します。

150カ国以上に展開するEYのチームは、データとテクノロジー
の実現により信頼を提供し、クライアントの成長、変革および事
業を支援します。

アシュアランス、コンサルティング、法務、ストラテジー、税務
およびトランザクションの全サービスを通して、世界が直面す
る複雑な問題に対し優れた課題提起（better question）をする
ことで、新たな解決策を導きます。

EYとは、アーンスト・アンド・ヤング・グローバル・リミテッドのグローバ
ルネットワークであり、単体、もしくは複数のメンバーファームを指し、各メ
ンバーファームは法的に独立した組織です。アーンスト・アンド・ヤング・
グローバル・リミテッドは、英国の保証有限責任会社であり、顧客サービスは
提供していません。EYによる個人情報の取得・利用の方法や、データ保護に
関する法令により個人情報の主体が有する権利については、ey.com/privacy
をご確認ください。EYのメンバーファームは、現地の法令により禁止されて
いる場合、法務サービスを提供することはありません。EYについて詳しくは、
ey.comをご覧ください。

EYストラテジー・アンド・トランザクションについて
EYストラテジー・アンド・トランザクションは、クライアントと共に、その
エコシステムの再認識、事業ポートフォリオの再構築、より良い未来に向けた
変革の実施を支援し、この複雑な時代を乗り切る舵取りを支えます。グロー
バルレベルのネットワークと規模を有するEYストラテジー・アンド・トラ
ンザクションは、クライアントの企業戦略、キャピタル戦略、トランザクショ
ン戦略、ターンアラウンド戦略の推進から実行までサポートし、あらゆるマー
ケット環境における迅速な価値創出、クロスボーダーのキャピタルフロー
を支え、マーケットに新たな商品とイノベーションをもたらす活動を支援し
ます。EYストラテジー・アンド・トランザクションは、クライアントが長期
的価値をはぐくみ、より良い社会を構築することに貢献します。詳しくは、
ey.com/ja_jp/strategy-transactionsをご覧ください。

© 2024 EY Strategy and Consulting Co., Ltd.
All Rights Reserved.

ED None

本書は一般的な参考情報の提供のみを目的に作成さおり、会計、税務およびその他の専門的なア
ドバイスを行うものではありません。EYストラテジー・アンド・コンサルティング株式会社お
よび他のEYメンバーファームは、皆様が本書を利用したことにより被ったいかなるれて損害に
ついても、一切の責任を負いません。具体的なアドバイスが必要な場合は、個別に専門家にご相
談ください。

ey.com/ja_jp

本書は2024 Geostrategic Outlookを翻訳したものです。英語版と本書の内容が異なる場合
は、英語版が優先するものとします。

https://www.ey.com/en_gl/legal-and-privacy
https://www.ey.com/ja_jp
https://www.ey.com/ja_jp/strategy-transactions
https://www.ey.com/ja_jp

